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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 179,443 183,805 188,594 194,046 198,417

経常利益 (百万円) 20,865 18,914 17,627 13,895 14,003

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 10,684 10,185 9,711 7,355 7,377

包括利益 (百万円) 10,553 10,949 8,919 7,400 7,504

純資産額 (百万円) 131,283 139,675 142,926 143,906 146,528

総資産額 (百万円) 212,755 230,166 230,363 234,681 239,068

１株当たり純資産額 (円) 1,439.76 1,531.81 1,593.03 1,648.44 1,691.70

１株当たり当期純利益 (円) 127.70 111.70 107.55 83.38 84.87

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 61.7 60.7 62.0 61.3 61.3

自己資本利益率 (％) 8.8 7.5 6.9 5.1 5.1

株価収益率 (倍) 11.5 15.2 12.6 15.5 19.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 15,613 18,685 12,610 18,628 21,703

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △19,390 △16,324 △6,969 △10,582 △8,855

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,000 4,245 △7,306 △6,998 △9,280

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 22,619 29,226 27,560 28,608 32,175

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
3,415 3,706 3,765 4,292 4,229
(5,353) (5,730) (6,095) (5,914) (5,857)

 

(注)　１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ２．第38期及び第39期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

 ３．第40期、第41期及び第42期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ４．平成26年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第38期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当た

り当期純利益を算定しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 3,303 3,578 3,713 3,606 3,509

経常利益 (百万円) 5,369 6,460 7,050 6,229 5,315

当期純利益 (百万円) 3,977 6,086 6,803 6,355 5,027

資本金 (百万円) 23,282 23,282 23,282 23,282 23,282

発行済株式総数 (株) 91,249,504 91,249,504 90,649,504 90,649,504 90,649,504

純資産額 (百万円) 111,483 114,979 115,507 115,288 115,447

総資産額 (百万円) 145,033 158,246 158,902 160,002 158,084

１株当たり純資産額 (円) 1,222.62 1,260.97 1,287.24 1,320.42 1,332.65

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

(円)
48.00 36.00 40.00 43.00 44.00
(30.00) (18.00) (20.00) (21.00) (22.00)

１株当たり当期純利益 (円) 47.53 66.75 75.34 72.05 57.84

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 76.9 72.7 72.6 72.0 73.0

自己資本利益率 (％) 3.8 5.4 5.9 5.5 4.4

株価収益率 (倍) 30.8 25.4 18.1 17.9 28.2

配当性向 (％) 69.4 53.9 53.1 59.7 76.1

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
69 62 63 64 78
(39) (41) (40) (43) (44)

 

(注)　１．売上高には、営業収益を含めて記載しており、消費税等は含まれておりません。

 ２．第38期及び第39期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

 ３．第40期、第41期及び第42期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．平成26年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第38期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当た

り当期純利益を算定しております。
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２ 【沿革】

現会長青木拡憲は、昭和33年より個人営業にて紳士服の販売を行っておりましたが、企業基盤を強化するため、昭

和40年７月、株式会社洋服の青木(現在　株式会社アニヴェルセルＨＯＬＤＩＮＧＳ　不動産賃貸業)を設立し、業容

の拡大を図ってまいりました。

その後、紳士服専門店業界において、消費者の求める商品を手頃な価格で提供するためには、素材段階を含む自社

企画商品導入による商品力の強化及び郊外型標準店方式に基づく多店舗展開による営業力の強化が必要であるとの認

識に基づき、昭和51年８月21日、株式会社アニヴェルセルＨＯＬＤＩＮＧＳの販売部門を引き継ぎ、長野県長野市に

おいてアオキファッション販売株式会社の商号をもって、当社が設立されたものです。

会社設立後、現在までの企業集団の沿革は次のとおりです。

 

年月 沿革

昭和51年８月 アオキファッション販売株式会社設立(資本金10百万円)。株式会社アニヴェルセルＨＯＬＤＩ

ＮＧＳより７店舗を引き継ぎ、紳士服及び服飾品の販売を開始。

昭和54年12月 郊外型標準店舗第１号店として、長野南高田店を開設。これより当社のチェーン展開が本格化

する。

昭和55年10月 首都圏進出の本格的な１号店として、海老名店を開設。

昭和59年10月 素材段階からの自社企画商品の開発(織る、縫う、売る)体制の充実を図るため、毛織産地の愛

知県一宮市に商品本部開設。

昭和60年９月 株式会社アオキインターナショナルに商号変更。

昭和61年11月 本社を神奈川県横浜市都筑区に移転。

昭和62年４月 当社株式を「社団法人日本証券業協会東京地区協会」に店頭売買銘柄として登録、株式を公

開。

平成元年５月 東京証券取引所市場第二部へ上場。

平成３年９月 東京証券取引所市場第一部へ上場。

平成４年２月 大阪証券取引所市場第一部へ上場。

平成４年９月 トータルコーディネートブランド「レ・ミュー」を開発、販売開始。

平成４年10月 愛知県尾西市に商品センター「ＦＲＣ(ファッションリザーブセンター)」竣工。

平成５年10月 都心型店舗として新宿西口本店、東口店を同時に開設。

平成９年９月 厳選素材を使用し、最上級グレードの縫製による新ブランド「ベルモーレ」を企画、発売。

平成10年11月 新業態として、ウエディングと記念日のテーマプラザ「アニヴェルセル表参道」を開設。

平成11年３月 パリコレクションデザイナー島田順子氏と提携し、初のメンズコレクション「ジュンコ・シマ

ダ・JS・オム」を発売。

平成12年10月 関連事業部の一部を100％子会社株式会社ヴァリック(連結子会社)として分社。

平成12年11月 メンズ事業の次世代型ニュー・スーツショップ「スーツダイレクト」を開設。

平成14年10月 アニヴェルセル株式会社（旧 株式会社ラヴィス）との業務・資本提携に伴い、第三者割当増資

を引き受け、子会社とする。

平成15年８月 株式会社トリイとの業務・資本提携に伴い、株式を取得し子会社とする。

平成15年12月 連結子会社の株式会社ヴァリックがジャスダック市場へ上場。

平成16年10月 スーツダイレクトは、レディスとカジュアルを加え、新たなスタイリングを提案するトータル

コーディネートショップ「ＯＲＩＨＩＣＡ（オリヒカ）」として進化。

平成17年10月 連結子会社の株式会社トリイと合併。

平成17年12月 アニヴェルセル株式会社（旧 株式会社ラヴィス）がジャスダック市場へ上場。

平成18年４月 株式会社ＡＯＫＩホールディングスに商号変更。

平成18年11月 本店所在地を東京都港区北青山に移転。

平成19年４月 株式会社エムエックス（旧 株式会社マルフル）の株式を取得し、子会社とする。

平成20年４月 アニヴェルセル株式会社（旧 株式会社ラヴィス）と株式会社ヴァリックを株式交換により完全

子会社化するとともに、ファッション事業を株式会社ＡＯＫＩと株式会社オリヒカに会社分割

し、純粋持株会社体制に移行。

平成21年10月 株式会社ＡＯＫＩが株式会社エムエックスを吸収合併。

平成22年４月 株式会社ＡＯＫＩが株式会社オリヒカを吸収合併。

平成23年７月 本店所在地を神奈川県横浜市都筑区に移転。

平成30年３月 平成30年３月31日現在店舗数　ファッション事業711店舗、アニヴェルセル・ブライダル事業14

店舗、カラオケルーム運営事業172店舗、複合カフェ運営事業359店舗。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社３社、非連結子会社４社、持分法非適用関連会社２社及びその他の関係会社１

社で構成され、ファッション事業、アニヴェルセル・ブライダル事業、カラオケルーム運営事業及び複合カフェ運営

事業を主な内容として事業活動を展開しております。

なお、当社は特定上場会社等に該当し、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準のうち、上場会社の規模との

対比で定められる数値基準については連結ベースの計数に基づいて判断することとなります。

当社グループの事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は次のとおりです。

(1) ファッション事業

株式会社ＡＯＫＩは、主に郊外のロードサイドにチェーンストア方式で紳士服、婦人服及び服飾品並びにファッ

ション商品を販売する小売専門店「ＡＯＫＩ」、また、ショッピングセンターを中心に20代から40代のメンズ及び

レディスをターゲットに、ビジネス＆ビジカジの新たなスタイリングを提案する「ＯＲＩＨＩＣＡ」を展開してお

ります。

(2) アニヴェルセル・ブライダル事業

アニヴェルセル株式会社は、結婚式を通じて感動とうっとりするサービスをご提供するゲストハウススタイルの

挙式披露宴施設を展開しております。また、アニヴェルセル表参道は、記念日をコンセプトに誕生しチャペルや

パーティースペースのほか、パリスタイルのカフェを併設しております。

(3) カラオケルーム運営事業

株式会社ヴァリックは、南仏にある地上の楽園と呼ばれるコート・ダジュールをテーマに、品の良い歌と語らい

のさわやかなくつろぎ空間の提供をコンセプトとして、カラオケルーム「コート・ダジュール」を運営しておりま

す。

(4) 複合カフェ運営事業

株式会社ヴァリックは、リゾートアイランドのバリ島をイメージし、リラックスをテーマに時代にあった癒しの

空間を提供する複合カフェ「快活ＣＬＵＢ」等を運営しております。

(5) その他の事業

その他の関係会社の株式会社アニヴェルセルＨＯＬＤＩＮＧＳは、不動産の賃貸等を行っており、関連会社の青

木情報開発株式会社は、損害保険の代理事業を行っております。
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事業の系統図は次のとおりです。

その他非連結子会社４社

その他持分法非適用関連会社１社
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社)      

㈱ＡＯＫＩ  (注)２ 横浜市都筑区 100 ファッション事業 100.0

当社から土地・建物を賃借。
役員の兼任あり。
当社からの借入金・債務保証あ
り。
経営管理及び管理業務等の役務
提供を受けております。

アニヴェルセル㈱ 横浜市都筑区 100
アニヴェルセル・
ブライダル事業

100.0

当社から土地・建物を賃借。
役員の兼任あり。
当社からの借入金・債務保証あ
り。
経営管理及び管理業務等の役務
提供を受けております。

㈱ヴァリック 横浜市都筑区 100
カラオケルーム運
営事業及び複合カ
フェ運営事業

100.0

当社から土地・建物を賃借。
役員の兼任あり。
当社からの借入金あり。
経営管理及び管理業務等の役務
提供を受けております。

(その他の関係会社)      
㈱アニヴェルセル
ＨＯＬＤＩＮＧＳ

東京都港区 100 その他の事業 (40.1) 役員の兼任あり。
 

(注) １．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．株式会社ＡＯＫＩ、アニヴェルセル株式会社及び株式会社ヴァリックについては、売上高（連結会社相互間

の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

 主要な損益情報等 ㈱ＡＯＫＩ アニヴェルセル㈱ ㈱ヴァリック

  (1)売上高 118,455百万円 27,173百万円 52,821百万円

  (2)経常利益 8,314 〃 2,716 〃 2,273 〃

  (3)当期純利益 4,558 〃 1,571 〃 841 〃

  (4)純資産額 75,123 〃 12,428 〃 7,676 〃

  (5)総資産額 109,763 〃 25,861 〃 39,993 〃
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成30年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

ファッション事業
2,661

(1,826)

アニヴェルセル・ブライダル事業
719

(421)

カラオケルーム運営事業
248

(1,202)

複合カフェ運営事業
523

(2,364)

全社(共通)
78

(44)

合計
4,229

(5,857)
 

(注) １．従業員数は、就業人員数を表示しております。

２．従業員数欄の(外書)は、有期契約の従業員(パート社員、アルバイトは１日８時間換算)の当連結会計年度の

平均雇用人員です。

３．全社（共通）は、提出会社の管理部門等の従業員です。

 

(2) 提出会社の状況

平成30年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

78
43.4 10.5 7,314

(44)
 

(注) １．従業員数は、就業人員数を表示しております。

２．従業員数欄の(外書)は、有期契約の従業員（契約社員、パート社員、アルバイト）の年間平均雇用人員で

す。

３．従業員は、全社(共通)のセグメントであり、管理部門等に所属しております。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループにおいて、当社、株式会社ＡＯＫＩ及び株式会社ヴァリックの労働組合はＡＯＫＩグループユニオ

ンであり、ＵＡゼンセンの流通部門の専門店部会に加盟しております。また、アニヴェルセル株式会社は、労働組

合は結成されておりません。

なお、労使関係についてはそれぞれ円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものです。

　

(1) 会社の経営の基本方針等

当社グループは、「社会性の追求」、「公益性の追求」、「公共性の追求」の３つの経営理念を追求することを

基本に、安定的・持続的な成長のために、事業環境の変化に対応できる経営・業務システムを推進することを基本

方針としており、「顧客ニーズへの対応」、「自主自立的な業務運営」、「効率経営の推進」がその柱となってお

ります。これにより、お客様や株主の皆様からの信頼と期待に応えてまいりたいと考えております。

　

(2) 目標とする経営指標

当社グループは、新規出店を継続しながら資本コストも考慮し、営業利益率12％、自己資本利益率10％、１株当

たり当期純利益180円を中期的目標として、資本効率や投資効率を高め株主価値の最大化を図ってまいります。な

お、平成30年３月期は、各事業において増収となったものの、人件費や減価償却費の増加及びカラオケルーム運営

事業の既存店の減収等もあり、営業利益率7.5％、自己資本利益率5.1％、１株当たり当期純利益84.87円となりま

した。

　

(3) 中長期的な会社の経営戦略

設備投資は営業キャッシュ・フロー内で実施することを基本に、ファッション事業、アニヴェルセル・ブライダ

ル事業、カラオケルーム運営事業及び複合カフェ運営事業等について、グループとしてのシナジーを高めながら質

の高い安定成長を図ってまいります。

　ファッション事業は、新たな地域を含めた新規出店の継続、郊外・都心駅前・オープンモール等のドミナントエ

リア戦略の見直しと強化、消費者ニーズの変化に対応したトータルコーディネートできる核商品の開発、また、営

業・商品・販促・店舗環境が一体となったマーチャンダイジングの強化等により新たな市場を創造するとともに、

業態の進化と差別化を推進し、市場シェアの拡大を目指してまいります。

　アニヴェルセル・ブライダル事業は、アニヴェルセルのブランドエクイティの更なる向上及びブライダル業態と

して、時代の変化に対応した既存店の進化並びにブライダルから広がる新たな商品・サービスの創造、新規出店に

よる業容の拡大を目指してまいります。

　カラオケルーム運営事業は、事業環境に適応したリニューアル等により事業効率を高めるとともに、新規出店に

よりドミナント化を推進してまいります。

　複合カフェ運営事業は、幅広い年代に向けた施設の充実や新たなコンテンツ導入等により既存店の活性化を継続

するとともに、時間消費型ビジネスとしての業態の進化と多店舗化により複合カフェ市場の拡大を目指してまいり

ます。

　そして、グループとしての機動性の向上と効率化を推進し、シナジーを最大限に高めることにより、「高度サー

ビス企業」へ進化し続け、企業価値の向上を目指してまいります。

　

(4) 会社の対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、景気は緩やかな回復基調が継続するものと思われますが、海外情勢、経済の動向

や為替の変動など、先行きは不透明な状況が続くものと思われます。また、各事業の市場規模は縮小傾向にあり、

消費者のライフスタイルも大きく変化しております。このような環境のなかで、当社グループは消費者ニーズの多

様化に対応した諸施策を実施し、効率的な経営を推進するとともに、既存店の活性化に積極的に取り組み、事業基

盤の強化に努めてまいります。また、各事業の顧客データを活用し、相互送客の仕組み作りにも取り組んでまいり

ます。

　ファッション事業のＡＯＫＩは、引き続き改装による店舗環境の整備及び新商品開発とレディスの拡充により既

存店の活性化に注力するとともに、大きいサイズの専門店「Size MAX（サイズマックス）」及びＥＣによる販売を

強化してまいります。ＯＲＩＨＩＣＡは、商品力の強化を継続するとともに、既存店の業務効率向上による収益力

の改善を推進してまいります。新規出店は、ファッション事業で５店舗を予定しております。

　アニヴェルセル・ブライダル事業は、各施設の強みやコンセプトを明確に訴求し、アニヴェルセルのブランドエ

クイティ向上とウエディングの新たな商品やサービスの拡大を図るとともに、更なる営業効率の改善を図ります。

　カラオケルーム運営事業及び複合カフェ運営事業は、お客様のご要望に合わせた店舗運営に注力するとともに、

業態転換や改装等により施設の進化を図ってまいります。新規出店は、両事業合わせて６店舗を予定しておりま

す。

　以上の諸施策を的確に実施し、業績の向上に全力を上げて邁進してまいります。
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２ 【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。　

(1) 経済状況について

当社グループの特にファッション事業は、国内の経済状況、個人消費の動向により業績に大きな影響を受ける可

能性があります。

 

(2) 当社の店舗展開について

① 当社グループは、主にチェーンストア方式で直営の店舗展開を行っており、当連結会計年度末において、1,256

店舗を展開しております。

新規出店が計画どおり行えない場合には、当社グループの業績に影響を与える場合があります。

② 当社グループは、主に地域での知名度の向上、広告宣伝費の効率化、管理コストの抑制等を目的にドミナント

出店(一定の地域に集中的に出店する)戦略をとっております。現在の店舗展開は、関東、中部、近畿が中心と

なっており、今後も同地域及び新たな地域への出店を行っていく方針ですが、立地の確保ができない場合や店舗

間の距離が近すぎて自社競合が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 人財の確保及び育成について

当社グループについて、ファッション事業ではお客様のご要望に応じて適切なコーディネートを提案できる販売

員育成のための「スタイリスト制度」を、その他事業についても独自の教育プログラムを運用するなど、お客様に

対する接客サービスを重視しております。

　事業の拡大のためには新規出店等による市場シェアの拡大が重要となりますが、人財の確保や教育が十分に行わ

れない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(4) 個人情報の管理について

当社グループは、店頭販売等において個人情報を取得し、ダイレクトメール等に利用しております。個人情報の

管理については、コンプライアンスマニュアルの策定、法令遵守に向けた管理者の制限などにより十分な対策を

とっておりますが、個人情報の流出が発生した場合には、信用力の低下による売上高の減少等の悪影響がでる可能

性があります。

 

(5) 経営成績の季節的変動について

当社グループの売上高は、特にファッション事業において季節的変動があり、夏季の第２四半期（７月から９

月）が減少する一方、就活需要、新入学や入社需要にあたる第４四半期（１月から３月）が増加し、営業利益は著

しく変動する傾向があります。

　

(6) 生産地域について

ファッション事業の商品の多くは、中国などのアジア諸国において生産し商社等から仕入れております。このた

め、生産諸国の政治や経済、法制度等の著しい変動や大規模な自然災害の発生などにより、商品調達や原価に影響

を及ぼす可能性があります。

 

(7) アニヴェルセル・ブライダル事業の市場環境等について

全国の婚姻件数は緩やかに減少する傾向にあるなか、ゲストハウスウエディングのシェアは横這いから低下傾向

となっており、他業態からの参入などもあり競争は激化しております。今後、ブライダル市場の縮小や競争激化、

挙式披露宴スタイルの急激な変化などにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(8) 食の安全性について

アニヴェルセル・ブライダル事業では挙式披露宴、カラオケルーム運営事業及び複合カフェ運営事業では飲食を

提供しており、食品衛生法の規制を受けております。各事業の衛生管理については、社内マニュアルの徹底、内部

監査や外部企業によるチェック等万全を期しておりますが、食中毒の発生や重大な品質トラブルが発生した場合に

は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(9) 特定の取引先への依存について

カラオケルーム運営事業において、カラオケ機器の調達先を株式会社エクシング及び株式会社第一興商の２社に

依存しております。両社との取引関係は良好ですが、今後これらの企業との契約条件の変更や契約が解除された場

合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(10) 減損会計について

当社グループは、「固定資産の減損に係る会計基準」の適用により、当連結会計年度に減損損失を20億78百万円

計上しております。今後も立地環境の変化等により損益が継続してマイナスとなる営業店舗及び転貸店舗等が発生

した場合には、減損損失の計上により業績への影響を受ける可能性があります。

 

(11) 大規模災害による影響について

当社グループの国内拠点は、特に関東地区においてドミナント化されており、この地区において大規模災害が発

生した場合には、当社グループの業績及び財政状態に大きな影響を受ける可能性があります。

 

　以上に記載している将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成30年６月28日）現在において当社グループ

が判断したものです。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　 (1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりです。

① 財政状態及び経営成績の状況

ア 経営成績の状況

当社グループは、各事業において環境の変化に対応した積極的な既存店の改装や更なる成長のための業態の進

化に注力いたしました。その結果、売上高は1,984億17百万円(前年同期比2.3％増)、営業利益は148億64百万円

(前年同期比2.9％増)、経常利益は140億３百万円(前年同期比0.8％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は73億

77百万円(前年同期比0.3％増)となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。

（ファッション事業）

ＡＯＫＩでは、フレッシャーズマーケットに向けて、同世代で活躍しているグループ Sexy Zoneとフレッシュ

な３名の女優を起用し、動きやすさとストレッチ性を追求した「楽動スーツ」やデザイン性を追求した「360度き

れいに見えるスーツ」等を訴求いたしました。また、自由に着回しをお楽しみいただけるジャケパンスタイルと

してCAFE SOHOブランドで「セットアップジャケット＆パンツ」の提案を強化するとともに、40代、50代の働く女

性に向けて動きやすさと美しいシルエットが特徴のセットアップスーツを開発し新たに発売いたしました。店舗

面では、14店舗を新規出店した一方、営業効率改善のため移転等を含め13店舗を閉鎖した結果、期末店舗数は574

店舗（前期末573店舗）となりました。

　ＯＲＩＨＩＣＡ（オリヒカ）は、WEB限定動画等の動画マーケティングを強化した「フレッシャーズFAIR」や入

卒園を控えるご両親に向けてトータルコーディネートをご提案する「入卒園FAIR」等を開催しました。店舗面で

は、６店舗を新規出店した一方、営業効率改善のため14店舗を閉鎖した結果、期末店舗数は137店舗（前期末145

店舗）となりました。

　これらの結果、売上高は1,184億55百万円（前年同期比0.2％増）、営業利益はフレッシャーズ商戦が堅調に推

移したこと及び前期に実施した大規模改装に伴う費用が減少したこと等により85億26百万円（前年同期比4.4％

増）と増収増益になりました。

（アニヴェルセル・ブライダル事業）

ゲストハウスウエディングスタイルの挙式披露宴施設を展開しているアニヴェルセル株式会社は、各施設の強

みやコンセプトを明確にした販促訴求及びSNSを通じた販促施策を実施し、集客力を強化いたしました。また、新

たな集客経路としてのプロポーズプランの強化により認知度向上を図るとともに、ブランドイメージの更なる向

上にも努めてまいりました。店舗面では、みなとみらい横浜の２つの披露宴会場等のリニューアルを行うなど、

既存店の磨き上げに注力いたしました。

　これらの結果、施行組数が増加し売上高は271億73百万円（前年同期比1.2％増）、営業利益は28億９百万円

（前年同期比1.7％増）と増収増益になりました。

（カラオケルーム運営事業）

株式会社ヴァリックのカラオケルーム運営事業は、カラオケ最新機種を導入し既存店の活性化を図るととも

に、店内Wi-Fi環境の整備やテーブルオーダー端末の導入等によりお客様の利便性向上を図りました。また、多様

化するニーズに対応するため25店舗のリニューアルを行い、既存店の活性化に注力いたしました。店舗面では、

６店舗を新規出店した一方、営業効率改善のため移転や複合カフェへの業態転換を含め19店舗を閉鎖した結果、

期末店舗数は172店舗（前期末185店舗）となりました。

これらの結果、売上高は186億91百万円（前年同期比0.1％増）、営業利益は人件費等の売上原価が増加し７億

65百万円（前年同期比13.8％減）となりました。

（複合カフェ運営事業）

株式会社ヴァリックの複合カフェ運営事業は、軽食フェア等の期間限定メニューの強化及び全店へＶＲを導入

するなどのサービスの提供により来店促進を図りました。設備面では女性専用エリアの導入やブース構成の改善

等を目的として40店舗のリニューアルを行い、既存店の活性化に注力いたしました。店舗面では、22店舗を新規

出店した一方、営業効率改善のため９店舗を閉鎖した結果、期末店舗数は359店舗（前期末346店舗）となりまし

た。

　これらの結果、新規出店等が寄与し売上高は341億29百万円（前年同期比12.8％増）、営業利益は20億71百万円

（前年同期比9.4％増）と増収増益になりました。
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イ 財政状態の状況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ43億87百万円増加し、2,390億68百万円となりました。

　流動資産は、現金及び預金が35億67百万円及び売掛金が期末の曜日要因等により11億51百万円増加したこと等

により、前連結会計年度末と比べ53億62百万円増加いたしました。固定資産は、無形固定資産が償却等により５

億４百万円及び敷金が返還等により４億55百万円減少したこと等により、前連結会計年度末と比べ９億75百万円

減少いたしました。

流動負債は、一年内返済予定の長期借入金が15億円減少した一方、未払法人税等が９億89百万円、買掛金が仕

入高の増加等により６億52百万円及び未払金が６億25百万円増加したこと等により、前連結会計年度末と比べ15

億52百万円増加いたしました。固定負債は、長期借入金が返済等により６億50百万円減少した一方、資産除去債

務が見積りの変更等により５億19百万円及びリース債務が１億77万円増加したこと等により、前連結会計年度末

と比べ２億12百万円増加いたしました。

純資産の部は、利益剰余金が親会社株主に帰属する当期純利益及び剰余金の配当の結果35億46百万円増加し、

自己株式が取得により10億51百万円増加したこと等により、前連結会計年度末と比べ26億22百万円増加しており

ます。

　

② キャッシュ・フローの状況

 前連結会計年度 当連結会計年度

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,628百万円 21,703百万円

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,582 △8,855

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,998 △9,280

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 1,047 3,567

現金及び現金同等物の期首残高 27,560 28,608

現金及び現金同等物の期末残高 28,608 32,175
 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、有形固定資産の取得の減少及び法人税等の支払額の減少等によ

り、前連結会計年度末と比べ35億67百万円増加し、321億75百万円となりました。

営業活動により得られた資金は、217億３百万円（前年同期と比べ30億74百万円増加）となりました。これは主

に、法人税等の支払額及び還付額の純支出額が37億74百万円となった一方、税金等調整前当期純利益が119億６百

万円、減価償却費が84億59百万円及び減損損失が20億78百万円となったことによるものです。

投資活動により使用した資金は、88億55百万円（前年同期と比べ17億26百万円減少）となりました。これは主

に、設備投資のための有形固定資産の取得69億42百万円、無形固定資産の取得６億26百万円及び敷金及び保証金

の差入４億88百万円によるものです。

財務活動により使用した資金は、92億80百万円（前年同期と比べ22億82百万円の増加）となりました。これは

主に、設備資金のための長期借入れを20億円実施した一方、長期借入金の約定返済41億50百万円、リース債務の

返済22億45百万円、自己株式の取得10億51百万円及び配当金の支払い38億33百万円実施したことによるもので

す。

 

EDINET提出書類

株式会社ＡＯＫＩホールディングス(E03116)

有価証券報告書

13/84



 

③ 生産、受注及び販売の実績は、次のとおりです。

ア 生産、受注実績

当社グループは、主に小売事業を展開しておりますので、生産、受注実績については、記載しておりません。

イ 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称
仕入高
(百万円)

前年同期比
(％)

ファッション事業   

　重衣料 (スーツ、フォーマル他) 17,253 98.1

　中衣料 (ジャケット、スラックス) 4,168 106.2

　軽衣料
(シャツ、ネクタイ、ベルト
カジュアルウェア他)

13,106 97.0

　レディス (ジャケット、スカート他) 8,971 108.8

　その他 (補正代等) 3,225 98.5

ファッション事業計 46,727 100.4

　アニヴェルセル・
　ブライダル事業

(ブライダル関連のサービス等の提供) 18,907 99.9

　カラオケルーム
運営事業

(カラオケルームの運営) 15,773 99.5

　複合カフェ
運営事業

(複合カフェの運営) 29,289 115.1

合計 110,696 103.7
 

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

ウ 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称
売上高
(百万円)

前年同期比
(％)

ファッション事業   

　重衣料 (スーツ、フォーマル他) 49,731 99.4

　中衣料 (ジャケット、スラックス) 9,220 98.8

　軽衣料
(シャツ、ネクタイ、ベルト
カジュアルウェア他)

34,496 99.1

　レディス (ジャケット、スカート他) 21,497 104.5

　その他 (補正代等) 3,496 99.7

ファッション事業計 118,442 100.2

　アニヴェルセル・
　ブライダル事業

(ブライダル関連のサービス等の提供) 27,157 101.2

　カラオケルーム
運営事業

(カラオケルームの運営) 18,687 100.1

　複合カフェ運
営事業

(複合カフェの運営) 34,129 112.8

合計 198,417 102.3
 

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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　 (2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりです。

　なお、文中の将来に関する記述は、当連結会計年度末現在において判断したものです。

① 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に係る会計方針及び見積りについては、「連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項」に記載しております。　

② 当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、新規出店等により売上高は2.3％増加いたしましたが、消費者の

ライフスタイルなどさまざまな環境の変化等により既存店売上高はやや低調に推移したものと認識しております。

売上総利益は、人件費や減価償却費等の売上原価が増加し0.6％の増加にとどまりましたが、販管費管理の徹底等

により営業利益は2.9％増加いたしました。また、営業外損益について、受取配当金や不動産賃貸料等の営業外収

益が減少し、閉店店舗の賃借料やリース解約損等の営業外費用のその他が増加した結果、経常利益は0.8％及び親

会社株主に帰属する当期純利益は0.3％の増加となりました。各事業の売上高の推移に合わせた販管費管理が徹底

された結果であると認識しております。翌期におきましては、事業環境等により新規出店は抑え、引き続き各事業

において既存店の活性化や業態の進化を推し進め、収益力の強化を図ってまいります。

　財政状態の状況につきましては、たな卸資産が減少し適正化傾向にあり、新規出店や改装投資も概ね社内の投資

基準どおりなされており、有利子負債も減少傾向にあります。また、自己資本比率も概ね適正な状況にあることか

ら全体としては良好な範囲内にあると認識しておりますが、引き続き資産効率向上に努めてまいります。

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因として、「２ 事業等のリスク」に掲げた事項の他、ライフ

スタイルの変化等に伴う消費者ニーズやＩＴ技術の急速な変化、業態の垣根を越えた競争の激化などから、今後も

厳しい経営環境が続くものと思われます。このような状況のなかで、当社グループは、「１ 経営方針、経営環境

及び対処すべき課題」に記載した諸施策を的確に実施し、様々な事業環境の変化に対応してまいります。

資本の財源及び資金の流動性について、当社グループの主な資金需要は、商品販売及びサービスの提供等の営業

費用並びに新規出店及び改装等に係る投資です。これらの資金需要は、基本的には自己資金及び営業活動による

キャッシュ・フローで、また、大型の投資が発生した場合は、自己資金の他金融機関からの借入れで対応していく

こととしております。翌期の投資については、新規出店が少ないことから、当連結会計年度と同様に営業活動によ

るキャッシュ・フロー以内となる予定です。また、手許の運転資金は、連結子会社における余剰資金を当社へ集中

し、グループ管理を行うことで資金効率の向上を図っており、突発的な資金需要に備えるため金融機関と当座貸越

契約を締結しております。

(キャッシュ・フロー関連指標の推移)

 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期

自己資本比率（％） 61.7 60.7 62.0 61.3 61.3

時価ベースの自己資本比率
（％）

62.8 67.3 52.9 47.9 59.0

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

2.2 2.4 3.6 2.5 2.1

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

50.4 59.7 38.0 59.2 66.4
 

(注)１．自己資本比率：自己資本／総資産

   ２．時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

 　３．キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

 　４．インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

※いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに算出しております。

※キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使

用しております。

目標とする経営指標の達成状況等につきまして、当社グループは、「第２ 事業の状況、経営方針、経営環境及

び対処すべき課題等、(2) 目標とする経営指標」に記載したとおり、平成26年５月に中期的な目標を設定しており

ますが、現状においては、平成26年４月の消費税増税後の消費環境やファッション事業におけるビジネススタイル

変化等により、目標から乖離している状況です。しかしながら、各事業において既存店活性化や業態の進化に積極

的に取り組むとともに、新たな事業の創造にもチャレンジし、この目標に向けて各指標の向上に努めてまいりま

す。
　

EDINET提出書類

株式会社ＡＯＫＩホールディングス(E03116)

有価証券報告書

15/84



 

セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容は、次のとおりです。

（ファッション事業）

ファッション事業は、消費税増税以降４期ぶりに増収増益になりました。既存店売上高は0.8％減少し、特にメ

ンズのビジネスウェアの軽装化などにより、スーツを中心に厳しい経営環境にあると認識しております。今後は

既存店の改装を継続しながら、消費者ニーズにお応えする商品や新たな商品提供方法の開発などによりメンズの

ビジネスウェアを強化するとともに、レディスやビジカジ商品の拡充、大きいサイズへの対応などにより新たな

ニーズにもお応えしてまいります。

　ファッション事業のセグメント資産は、前期末に比べ17億35百万円増加し1,128億19百万円となりました。この

増加の主な要因は、新規出店20店舗及び改装に伴う投資によるものです。収益力がやや低下していることで資産

効率は低下していると認識しておりますが、当面は出店を抑制し既存店の改装投資を中心に行うなどにより、収

益力の強化を行い資産効率の向上に努めてまいります。

（アニヴェルセル・ブライダル事業）

アニヴェルセル・ブライダル事業は、３期ぶりに増収増益になりました。挙式披露宴事業は、開店後３年前後

をピークに徐々に売上高が減少する傾向にあり、また、同業他社の出店も引き続き活発な状況にあります。当面

は出店予定がないことから時代や消費者ニーズにお応えする施設の改装を行い、売上高の維持に努めてまいりま

す。また、挙式披露宴に関連する商品やサービスを開発することで、新たな顧客を創造してまいります。

　アニヴェルセル・ブライダル事業のセグメント資産は、前期末に比べ４億42百万円減少し411億61百万円となり

ました。この減少の主な要因は、改装等により増加した一方、減価償却等により減少しております。設備産業で

あり資産効率は他事業に比べ低い状況にあると認識しております。当面は出店予定がないため、時代の変化に対

応した既存店の効率的な改装投資を行い、資産効率の改善に努めてまいります。

（カラオケルーム運営事業）

カラオケルーム運営事業は、増収減益になりました。カラオケ市場は近年横ばい傾向にあり、その需要は郊外

よりも駅前が大きい状況です。出店も引き続き大手を中心に行われており、競争環境は厳しい状況が継続してお

ります。当事業は当面は出店を抑制し既存店の活性化を継続して行うとともに、複合カフェへの業態転換などに

より収益力向上に努めてまいります。

　カラオケルーム運営事業のセグメント資産は、前期末に比べ８億25百万円減少し132億87百万円となりました。

この減少の主な要因は、新規出店等の投資の一方、減価償却及び減損損失の計上によるものです。収益力の低下

などから資産効率は横這いながら総資本経常利益率は低下していると認識しております。当面は大きな出店予定

がないため、既存店の改装投資に注力し収益力の向上に努めてまいります。

（複合カフェ運営事業）

複合カフェ運営事業は、既存店活性化などにより２期ぶりに増収増益になりました。既存店売上高は増収とな

りましたが、スマートフォンの普及などにより増収率は低減傾向にあり、施設の効率化や更なる業態の進化が必

要であると認識しております。今後は継続して既存店の磨き上げを行うとともに、施設や業態の進化に注力して

まいります。

　複合カフェ運営事業のセグメント資産は、前期末に比べ22億71百万円増加し288億37百万円となりました。この

増加の主な要因は、新規出店22店舗に伴う投資によるものです。資産効率は改善傾向にありますが、まだ十分で

はないと認識しております。翌期は６店舗の出店と店舗施設の進化のための改装投資を中心に行う予定であり、

収益力の強化により更なる資産効率の改善に努めてまいります。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

特記すべき事項はありません。

 

５ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資につきましては、各事業における営業基盤の拡充を図るため、ファッション事業で20店

舗、カラオケルーム運営事業で６店舗及び複合カフェ運営事業で22店舗の新規出店並びに各事業においてリニューア

ルを実施いたしました。

これらの結果、総投資額は93億44百万円となりました。

主な投資内容は、次のとおりです。

ファッション事業 2,202百万円

アニヴェルセル・ブライダル事業 359 〃

カラオケルーム運営事業 1,780 〃

複合カフェ運営事業 3,826 〃

全社 1,176 〃
 

なお、総投資額には有形固定資産の他、差入保証金、敷金、長期前払費用等への投資を含めております。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成30年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物
及び
構築物

車両運搬
具及び
工具器具
備品

土地
(面積
千㎡)

リース
資産

その他
(保証金
・敷金他)

合計

本社
(横浜市都筑区)

全社 事務所 2,077 3,866
8,788
(13.4)

6 145 14,884
78
(44)

賃貸店舗
(長野県飯田市他)

全社 土地、店舗等 74 ―
210
(2.3)

― 252 537 ―

子会社への賃貸
(横浜市都筑区他)

ファッショ
ン事業

土地、店舗等 227 ―
918
(1.9)

― 85 1,231 ―

同上 配送センター 665 0
1,074
(12.4)

― ― 1,741 ―

アニヴェル
セル・ブラ
イダル事業

土地、店舗等 1,728 0
10,912
(5.4)

― ― 12,641 ―

カ ラ オ ケ
ルーム運営
事業

店舗等 31 ― ― ― 87 119 ―

複合カフェ
運営事業

土地、店舗等 60 ―
1,030
(6.5)

― 465 1,555 ―

 

(注) １．土地は、自己所有の土地を記載しております。

２．帳簿価額には、建設仮勘定を含めておりません。

３．従業員数の(外書)は、有期契約の従業員の年間平均雇用人員です。

４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 国内子会社

平成30年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物

機械、運
搬具及び
工具器具
備品

土地
(面積
千㎡)

リース　
資産

その他
(保証金
・敷金他)

合計

㈱ＡＯＫＩ

ＡＯＫＩ横浜港北総
本店(横浜市都筑区)
他573店舗
ＯＲＩＨＩＣＡ 池 袋
東口店(東京都豊島
区)他136店舗

ファッショ
ン事業

店舗等 24,423 2,179
[828.5]
9,313
(136.2)

139 20,082 56,138
2,661

(1,826)

アニヴェルセ
ル㈱

アニヴェルセル東京
ベイ
(東京都江東区)他
13店舗

アニヴェル
セル・ブラ
イダル事業

婚礼施
設等

11,206 586
[96.7]
3,683
(8.5)

100 2,077 17,654
719

(421)

㈱ヴァリック

コート・ダジュール
すみれが丘店
(横浜市都筑区)他171
店舗

カ ラ オ ケ
ルーム運営
事業

店舗等 6,259 381
[133.0]

―
1,433 2,680 10,755

248
(1,202)

快活ＣＬＵＢ
北山田店
(横浜市都筑区)他358
店舗

複合カフェ
運営事業

店舗等 13,829 697
[460.2]

―
3,473 3,693 21,694

523
(2,364)

 

(注) １．土地は、自己所有の土地を記載しております。

　　 ２．土地の面積は、(　)は自己所有面積、［　］は賃借面積を記載しております。

３．帳簿価額には、建設仮勘定を含めておりません。

４．従業員数の(外書)は、有期契約の従業員の年間平均雇用人員です。

５．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

投資予定額
資金調達
方法

着手及び完成予定年月
完成後の

増加能力総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完成

提出会社          

 
本社改装

(横浜市都筑区)
全社 本社設備 3,033 1,095 自己資金 平成29年9月 平成30年11月 ―

㈱ＡＯＫＩ ＜ＡＯＫＩ＞        
(売場面積
(㎡))

 
新規出店２店舗
(未定)

ファッション
事業

店舗設備 268 5 自己資金 ―
平成31年３月

まで
―

 ＡＯＫＩ改装87店舗 同上 同上 1,356 ― 同上 ―
平成31年３月

まで
―

 ＜ＯＲＩＨＩＣＡ＞         

 
ミーツ国分寺店
(東京都国分寺市)

同上 同上 35 12 同上 平成29年12月 平成30年４月 152

 
ジョイナステラス
二俣川店
(横浜市旭区)

同上 同上 45 24 同上 平成30年1月 平成30年４月 253

 
その他１店舗
(未定)

同上 同上 40 ― 同上 ―
平成31年３月

まで
―

㈱ヴァリッ

ク
＜快活ＣＬＵＢ＞        (営業面積

(㎡))

 
リラックスルーム
新横浜店
(横浜市港北区)

複合カフェ運
営事業

店舗設備 45 ― 借入金 平成30年２月 平成30年４月 397

 
その他５店舗
(未定)

同上 同上 302 ― 同上 ―
平成31年３月

まで
―

 

(注) １．投資予定金額は、差入保証金、敷金を含めております。

２．投資予定金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 133,679,900

計 133,679,900
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成30年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 90,649,504 90,649,504
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数100株

計 90,649,504 90,649,504 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　　　　

平成27年11月18日決議

付与対象者の区分及び人数：
当社取締役(社外取締役を除く。)、執行役員及び従業員 19名
当社子会社取締役、執行役員及び従業員 26名

 
事業年度末現在

（平成30年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成30年５月31日）

新株予約権の数(個) 9,050 (注)１ 9,050 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数(株)

普通株式　905,000 (注)１ 普通株式　905,000 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,554 (注)２ 1,554 (注)２

新株予約権の行使期間
平成28年７月１日～
平成34年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　1,651 (注)３
資本組入額　826

発行価格　1,651 (注)３
資本組入額　826

新株予約権の行使の条件 (注)４ (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得に
ついては、当社の取締役会の決
議による承認を要するものとす
る。

同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

(注)５ (注)５
 

(注) １．本新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は１個当たり100株とする。

ただし、新株予約権を割り当てる日後、当社が普通株式につき、株式分割（当社普通株式の無償割当を含

む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新株予約権のうち、当該株式分割

又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、付与株式数を次の計算により調整する。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率

また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社の取締役

会において必要と認められる付与株式数の調整を行うことができる。

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。
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２．(1) 当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後
＝

調整前
×

１

行使価額 行使価額 分割・併合の比率
 

　

(2) 当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合は（新株予約

権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転の場合を除

く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとす

る。

    既発行
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後
＝

調整前
×

株式数 １株当たりの時価

行使価額 行使価額 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分株式数」に、「１株当たり

払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとする。

(3) 当社が合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする

場合には、必要かつ合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

３．発行価格は、本新株予約権の払込金額１株当たり97円と行使時の払込金額１株当たり1,554円を合算してお

ります。

４．新株予約権の行使条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、当社が平成28年３月期から平

成33年３月期のいずれかの期における当社有価証券報告書記載の連結損益計算書（連結損益計算書を作

成していない場合は損益計算書）において連結営業利益が下記①乃至②に掲げる金額以上となった場

合、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、それぞれ定められた割合までの個数を、下

記①又は②の条件を達成した期の有価証券報告書提出後に到来する７月１日以後１年間において行使す

ることができる。

① 連結営業利益が270億円以上となった場合

　 行使可能割合　：　 50％

② 連結営業利益が300億円以上となった場合

　 行使可能割合　：　100％

(2) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役、監査役、執行

役員又は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある

と取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(3) 新株予約権者が死亡した場合、その相続人による権利行使は認めない。

５．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の発生日（吸収合

併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社の成立の日、吸収分割につき吸

収分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を

生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残

存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）

の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交

付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画

において定めた場合に限る。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。
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(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案のうえ決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の

う　　え、上記で定められる行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、

本新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　本新株予約権に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

(8) 新株予約権の行使条件

　本新株予約権に準じて決定する。

 
② 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年１月１日
(注)１

45,624,752 91,249,504 ― 23,282 ― 26,100

平成27年９月30日
(注)２

△600,000 90,649,504 ― 23,282 ― 26,100

 

(注) １．平成26年１月１日付で１株を２株の割合で株式分割を行い、これにより発行済株式総数は45,624,752株増加

しております。

２．自己株式の消却による減少です。

 

(5) 【所有者別状況】

平成30年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 37 22 241 170 1 11,141 11,612 ―

所有株式数
(単元)

― 111,931 2,635 382,613 143,506 1 265,245 905,931 56,404

所有株式数
の割合(％)

― 12.36 0.29 42.23 15.84 0.00 29.28 100.00 ―
 

(注) １．自己株式4,085,322株は「個人その他」に40,853単元、「単元未満株式の状況」に22株含まれております。

２．「その他の法人」には証券保管振替機構名義の株式が４単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社アニヴェルセル

ＨＯＬＤＩＮＧＳ
東京都港区北青山３丁目５番25号 34,715 40.10

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 3,237 3.73

青　木　拡　憲 東京都渋谷区 2,560 2.95

青　木　寶　久 東京都渋谷区 2,560 2.95

青　木　柾　允 東京都渋谷区 2,560 2.95

青　木　彰　宏 東京都渋谷区 2,560 2.95

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社(信託口)
東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,557 2.95

ＡＯＫＩホールディングス
取引先持株会

神奈川県横浜市都筑区茅ケ崎中央24番１号 2,245 2.59

ＡＯＫＩホールディングス
従業員持株会

神奈川県横浜市都筑区茅ケ崎中央24番１号 1,484 1.71

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　
ＹＯＲＫ，ＴＲＥＡＴＹ 　ＪＡＳＤ
ＥＣ　ＡＣＣＯＵＮＴ
（常任代理人　株式会社三菱東京
　ＵＦＪ銀行）

ＡＶＥＮＵＥ　ＤＥＳ　ＡＲＴＳ，３５　Ｋ
ＵＮＳＴＬＡＡＮ，１０４０　ＢＲＵＳＳＥ
ＬＳ，ＢＥＬＧＩＵＭ
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

1,261 1.45

計 ― 55,742 64.39
 

(注)　日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)の

持株数は、すべて信託業務に係るものです。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 4,085,300

完全議決権株式(その他) 普通株式 86,507,800 865,078 ―

単元未満株式 普通株式 56,404 ― ―

発行済株式総数 90,649,504 ― ―

総株主の議決権 ― 865,078 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株(議決権４個)含まれ

ております。

２．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が22株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成30年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
神奈川県横浜市都筑区茅
ケ崎中央24番１号

4,085,300 ― 4,085,300 4.50株式会社ＡＯＫＩ
ホールディングス

計 ― 4,085,300 ― 4,085,300 4.50
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　
該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】
　

区分 株式数(株) 価格の総額(百万円)

取締役会(平成29年２月９日)での決議状況
（取得期間 平成29年２月13日～平成29年12月29日）

1,000,000 1,500

当事業年度前における取得自己株式 236,500 330

当事業年度における取得自己株式 363,500 516

残存決議株式の総数及び価額の総額 400,000 652

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 40.0 43.5

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 40.0 43.5
 

 
区分 株式数(株) 価格の総額(百万円)

取締役会(平成30年１月31日)での決議状況
（取得期間 平成30年２月13日～平成30年12月28日）

1,000,000 2,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 316,400 532

残存決議株式の総数及び価額の総額 683,600 1,467

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 68.4 73.4

当期間における取得自己株式 83,600 137

提出日現在の未行使割合(％) 60.0 66.5
 

(注)　当期間における取得自己株式数には、平成30年６月１日から有価証券報告書提出日までの取得株式数は含まれ

ておりません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 1,192 1

当期間における取得自己株式 24 0
 

(注)　当期間における取得自己株式数には、平成30年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（単元未満株式の買増請求に
よる売渡）

60 0 ― ―

保有自己株式数 4,085,322 ― 4,168,946 ―
 

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成30年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び売渡による株式数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

　利益配分につきましては、経営の重点政策の１つとして認識しており、将来の事業展開、財務体質の強化等を勘案

し、配当については、前年実績以上を維持しつつ配当性向30％以上を基本とすること、また、自己株式取得を含めた

総還元性向については、特別な資金需要が無いことを前提に50％以上を目指すことを基本方針としております。

剰余金の配当は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としておりますが、その他、

基準日を定めて行うことができることとしております。また、会社法第459条の規定に基づき、株主総会決議によら

ず取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる旨定款に定めております。

　当期末の利益配当につきましては、日頃の株主の皆様のご支援にお応えするため、平成30年５月10日開催の取締役

会決議により、１株当たり22円とさせていただきました。この結果、年間配当金は中間配当金の22円と合わせて、前

期より１円増額の44円となります。

　自己株式の取得については、平成29年２月９日開催の取締役会決議により、平成29年12月29日までに60万株を取

得し、平成30年１月31日開催の取締役会決議により、平成30年12月28日までに上限100万株を取得する予定です。

　翌期の配当につきましては、当社は昭和33年の創業以来60周年を迎えます。これもひとえに株主の皆様をはじめ、

関係各位の長年にわたるご支援の賜物と心より感謝申し上げます。つきましては、株主の皆様に感謝の意を表するた

め、平成31年３月期の中間配当及び期末配当において創業60周年記念配当を実施することといたしました。これによ

り、１株当たり中間配当金を29円（普通配当22円、記念配当７円）、期末配当金を31円（普通配当23円、記念配当８

円）とし年間配当金は16円増額の60円(普通配当45円、記念配当15円)を予定しております。

　内部留保金につきましては、今後の継続的な成長のため、各事業の設備投資と顧客ニーズに応える商品開発や情報

システム投資のための資金需要に備えてまいりたいと存じます。

 

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりです。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成29年11月９日
1,911 22

取締役会決議
平成30年５月10日

1,904 22
取締役会決議

 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

最高(円)
3,555

※1,904
1,760 1,840 1,482 1,789

最低(円)
2,190

※1,404
1,083 1,141 1,012 1,269

 

(注) １．最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。

２．※印は、株式分割（平成26年１月１日、１株→２株）による権利落ち後の株価です。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成29年10月 11月 12月 平成30年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,595 1,648 1,776 1,705 1,789 1,728

最低(円) 1,451 1,521 1,629 1,603 1,623 1,578
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。
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５ 【役員の状況】

男性16名　女性１名　（役員のうち女性の比率5.9％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
会長

― 青　木　拡　憲 昭和13年９月23日生

昭和33年９月 洋服の青木を創業

昭和51年８月 アオキファッション販売㈱(現 ㈱

ＡＯＫＩホールディングス)を設立
し代表取締役社長就任

平成19年１月 ㈱アニヴェルセルＨＯＬＤＩＮＧ
Ｓ代表取締役会長

平成22年６月 同社代表取締役副会長(現任)

平成22年６月 当社代表取締役会長(現任)

(注)３ 2,560

代表取締役
副会長

― 青　木　寶　久 昭和21年１月10日生

昭和39年４月 洋服の青木に従事

昭和51年８月 当社を設立し常務取締役

昭和56年６月 取締役副社長

平成19年１月 ㈱アニヴェルセルＨＯＬＤＩＮＧ
Ｓ代表取締役社長

平成22年６月 同社代表取締役会長(現任)

平成22年６月 当社代表取締役副会長(現任)

(注)３ 2,560

代表取締役
社長

― 青　木　彰　宏 昭和45年５月20日生

平成６年４月 当社入社

平成15年５月 オリヒカ事業創業

平成17年６月 執行役員

平成20年４月 ㈱オリヒカ代表取締役社長

平成21年６月 当社常務取締役

平成22年６月 代表取締役社長(現任)

平成22年６月 ㈱アニヴェルセルＨＯＬＤＩＮＧ
Ｓ取締役副社長(現任)

平成26年１月 ㈱ＡＯＫＩ代表取締役会長

平成29年６月 同社取締役会長

(注)３ 2,560

取締役
副社長

グループ 　
管理・財
務　担当

田　村　春　生 昭和32年２月21日生

昭和55年４月 ㈱横浜銀行入行

平成11年７月 同行横浜シティ支店長

平成15年４月 アニヴェルセル㈱入社

取締役管理本部長
平成16年10月 同社専務取締役

平成18年６月 当社入社 執行役員

グループ財務担当
平成19年６月 取締役

平成20年４月 常務取締役

平成22年４月 グループ管理・財務担当(現任)

平成22年６月 取締役副社長(現任)

(注)３ 52

取締役
副社長

グループ
店舗開発
担当

清　水　　　彰 昭和30年３月10日生

昭和52年４月 当社入社

昭和61年２月 店舗開発部長

平成２年６月 取締役

平成８年６月 常務取締役

平成14年３月 営業本部長

平成15年６月 専務取締役

平成18年４月 ＡＯＫＩカンパニープレジデント

平成20年４月 当社取締役

㈱ＡＯＫＩ代表取締役社長
平成26年１月 当社常務取締役

平成29年４月 ㈱ＡＯＫＩ代表取締役会長

平成29年６月 当社取締役副社長(現任)
グループ店舗開発担当(現任)

平成30年１月 ㈱ヴァリック取締役(現任)

(注)３ 72

取締役
副社長

― 中　村　宏　明 昭和38年９月13日生

昭和62年４月 当社入社

平成14年６月 ㈱ヴァリック取締役

平成15年４月 同社常務取締役 営業統括部長

平成16年７月 同社専務取締役 営業本部長

平成17年４月 同社代表取締役社長

平成23年６月 当社常務取締役

グループ業務改革担当
平成23年８月 取締役

アニヴェルセル㈱代表取締役社長
平成26年１月 当社常務取締役

平成28年４月 ㈱ＡＯＫＩ取締役副社長

平成28年10月 同社代表取締役副社長

平成29年４月 同社代表取締役社長(現任)

平成30年６月 当社取締役副社長(現任)

(注)３ 30
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常務取締役 ― 青　木　柾　允 昭和44年４月21日生

平成５年４月 当社入社

平成14年９月 アニヴェルセル㈱出向

平成16年６月 同社取締役副社長

平成20年４月 ㈱アニヴェルセルＨＯＬＤＩＮＧ
Ｓ取締役副社長

平成22年３月 アニヴェルセル㈱取締役副会長
平成22年６月 ㈱アニヴェルセルＨＯＬＤＩＮＧ

Ｓ代表取締役社長(現任)
平成22年６月 当社常務取締役(現任)

平成29年４月 アニヴェルセル㈱取締役会長(現
任)

(注)３ 2,560

常務取締役
グループ
総務・人事

担当
荒　木　　　渉 昭和31年７月５日生

昭和54年３月 ㈱トリイ(現 ㈱ＡＯＫＩホール

ディングス)入社
平成17年６月 メンズ事業部計画管理室長

平成19年６月 執行役員

平成20年４月 ㈱ＡＯＫＩ常務取締 営戦略企画担

当
平成22年10月 同社専務取締役 営業部長

平成26年４月 同社人事本部長

平成27年６月 当社常務取締役(現任)

グループ人事担当
平成28年４月 ㈱ＡＯＫＩ取締役副社長

平成29年６月 グループ総務・人事担当

平成30年２月 グループ人事担当(現任)

(注)３ 5

常務取締役
グループ 　
情報システ
ム担当

照　井　則　男 昭和32年４月４日生

昭和55年４月 ㈱すかいらーく入社

平成８年５月 日本マクドナルド㈱入社

平成14年７月 同社情報システム企画部マネー
ジャー

平成15年２月 スターバックスコーヒージャパン
㈱入社

平成20年４月 同社Vice-President

システム本部長
平成27年11月 当社入社 執行役員

情報システム本部副本部長
平成30年６月 当社常務取締役(現任)

グループ情報システム担当(現任)

(注)３ ―

取締役 ― 平　井　雅　丈 昭和44年１月５日生

平成６年４月 当社入社

平成17年４月 ㈱ラヴィス(現 アニヴェルセル㈱)

入社
平成19年６月 同社執行役員

アニヴェルセル事業部長
平成21年10月 同社常務執行役員

平成23年８月 同社専務取締役
平成27年４月 同社代表取締役社長就任(現任)

平成30年６月 当社取締役(現任)

(注)３ ―

取締役 ― 谷　井　真　吾 昭和43年４月30日生

平成４年４月 ㈱そごう入社

平成13年３月 当社入社

平成17年10月 ㈱ヴァリック入社

平成21年１月 同社執行役員

快活CLUBカンパニー社長
平成22年５月 同社取締役
平成27年５月 同社常務取締役
平成29年４月 同社取締役社長

エンターテイメント事業本部長
平成30年１月 同社代表取締役社長(現任)

平成30年６月 当社取締役(現任)

(注)３ 2

取締役 ― 稲　垣　　　稔 昭和22年８月29日生

昭和54年６月 プライスウォーターハウス会計事
務所 (現 税理士法人プライス

ウォーターハウスクーパース)入所
昭和57年８月 公認会計士登録

昭和61年２月 当社監査役

昭和62年10月 常勤監査役

平成26年６月 取締役(現任)

(注)３ 100
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 ― 尾　原　蓉　子 昭和13年10月７日生

昭和37年４月 旭化成工業㈱(現 旭化成㈱)入社

平成３年６月 同社マーケティング部ＦＢ人財開
発部長

平成６年６月 ㈱旭リサーチセンター取締役

平成11年３月 (財)ファッション産業人財育成機
構ＩＦＩビジネス・スクール学長

平成12年３月 エイボン・プロダクツ㈱取締役
平成20年５月 ㈱良品計画取締役

平成21年４月 (財)ファッション産業人財育成機構
ＩＦＩビジネス・スクール名誉学長

平成25年７月 (一社)ウィメンズ・エンパワメン
ト・イン・ファッション代表理事
(現任)

平成27年６月 当社取締役(現任)

(注)３ ―

常勤監査役 ― 榎　本　雅　也 昭和35年12月24日生

昭和58年４月 ㈱横浜銀行入行

平成13年１月 同行横須賀支店上席副支店長(横須
賀エリア法人部長)

平成23年４月 当社入社 総務部長

平成27年５月 執行役員
平成29年５月 社長室グループコンプライアン

ス・リスク管理推進役
平成30年６月 常勤監査役(現任)

(注)４ 4

監査役 ― 中　村　憲　侍 昭和24年３月30日生

昭和44年９月 ㈱アニヴェルセルＨＯＬＤＩＮＧ
Ｓ入社

昭和51年８月 当社移籍 営業部長

昭和55年６月 経理部長

昭和55年７月 取締役

昭和57年11月 常務取締役

昭和60年８月 管理本部長

平成８年６月 専務取締役

平成15年５月 グループ管理担当

平成22年６月 取締役副社長

平成22年７月 グループ経営企画担当

平成27年６月 監査役(現任)

(注)５ 534

監査役 ― 渡　邉　一　正 昭和11年12月８日生

昭和55年12月 渡辺商事㈱代表取締役社長

平成３年２月 当社監査役(現任)

平成25年８月 渡辺商事㈱代表取締役会長(現任)

(注)６ 29

監査役 ― 發　知　敏　雄 昭和25年９月23日生

昭和49年４月 東京国税局入局

昭和57年９月 プライスウォーターハウス会計事
務所 (現 税理士法人プライス

ウォーターハウスクーパース)入所
昭和58年２月 公認会計士登録

平成18年１月 公認会計士試験委員

平成22年８月 公認会計士協会学術賞審査委員

平成23年６月 税理士法人プライスウォーターハ
ウスクーパース顧問

平成25年６月 公認会計士・税理士事務所開設(現
任)

平成27年６月 当社監査役(現任)

(注)５ ―

計 11,070
 　
(注) １．取締役の稲垣 稔及び尾原蓉子の両氏は、社外取締役です。

２．監査役の渡邉一正及び發知敏雄の両氏は、社外監査役です。

３．取締役の任期は、平成30年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間です。

４．監査役の任期は、平成30年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間です。

５．監査役の任期は、平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間です。

６．監査役の任期は、平成28年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間です。

７．代表取締役副会長青木寶久は、代表取締役会長青木拡憲の弟です。

８．代表取締役社長青木彰宏は、代表取締役会長青木拡憲の次男です。

９．常務取締役青木柾允は、代表取締役会長青木拡憲の長男です。

10．当社では、経営の意思決定と業務執行を分離し、経営判断の迅速化と効率化を図るため、執行役員制度を導

入しております。

　　執行役員は、長谷川八郎、島屋紀明、投元谿太、牧 倫匡、栗田 宏、野口達巳、柳 智棊、三ツ橋和也、白

波瀬孝、富田邦彦、小田切満明、立原 昇の12名で構成されております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 企業統治の体制

当社グループの経営理念は、「社会性の追求」、「公益性の追求」、「公共性の追求」であり、この３つの経

営理念を追求し企業価値を高めるうえで、コーポレート・ガバナンスが重要であると認識しております。経営環

境が激しく変化するなかで、取締役会や監査役会の機能を強化し、監査室や各委員会、また、顧問弁護士や会計

監査人と連携することで、法令を順守し、経営の透明性、効率性を高め、コーポレート・ガバナンスを更に強化

してまいります。

　

　

　（企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由）

当社は、監査役会設置会社です。取締役会は、取締役15名(うち、社外取締役２名)で構成され月１回、その他

臨時取締役会を開催するとともに、各子会社社長を含めた月１回の常務会やグループ週次報告会を開催し、重要

事項の意思決定や子会社を含めた経営課題の報告、情報交換等がなされております。なお、平成30年６月27日開

催の定時株主総会決議により取締役は13名(うち、社外取締役２名)体制となりました。また、執行役員制度を導

入しており経営の意思決定の迅速化を図っております。

監査役会は、社外監査役２名を含む４名で構成され、常勤監査役は重要な会議に参加するなど取締役の業務執

行状況を監査しております。なお、独立役員は、取締役２名及び監査役２名の合計４名体制となっておりま

す。　

当社グループは、異なる３つの事業(４つのセグメント)を主に展開しており、常務会やグループ週次報告会に

おいて情報を共有し意思疎通を図ることで、経営の意思決定の迅速化と効率的な経営を行うとともに、客観性や

中立性を確保するため、社外取締役を選任する現在の体制を採用しております。

　（内部統制システム及びリスク管理体制並びに子会社の業務の適正を確保するための体制の整備の状況）

当社は、「グループコンプライアンス規程」を定め、当該規程に基づきコンプライアンス委員会が主催する顧

問弁護士を含めた法務相談会を定期的に開催しており、当社グループの内部統制システム強化のため、必要に応

じて規程やマニュアル等を整備するとともに、勉強会等によりその周知を図っております。

また、「グループリスク管理規程」を定め、当該規程に基づきリスクマネジメント委員会を設置し、グループ

で想定されるリスクの評価やその対応策等について検討し、それをリスクマネジメント基本ガイドラインとして

まとめるとともに、その内容について定期的に見直しを行っております。

商品・サービスについては、フリーダイヤルによるお客様相談室の設置やアンケート調査等により顧客満足度

の向上を図っており、商品の品質については繊維製品品質管理士を目指すなどの教育の強化を図るとともに、品

質管理室と外部機関により継続的に品質の管理と向上を図っております。

子会社の業務の適正を確保するための体制の整備については、「関係会社管理規程」に基づき、常務会での経

営成績の報告及びグループ週次報告会において各子会社の経営課題の報告や情報交換を行うなど、グループとし

ての経営効率の向上と業務の適正を図っております。また、グループ会社全てに適用するグループコンプライア

ンス規程及びグループリスク管理規程を定め、グループでのコンプライアンスの徹底や想定されるリスクの分析

や対応策について検討し、その体制の整備に努めております。
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② 内部監査及び監査役監査

内部監査は、監査室が本社及び子会社の店舗監査を社内マニュアルに従って実施しており、重要事項について

は取締役会へ報告されております。監査役監査は、取締役会、常務会及びその他重要な会議への出席や各議事録

の閲覧等により行われております。

③ 社外取締役及び社外監査役

稲垣稔氏は公認会計士の資格を有しており、高い専門的知識を活かし、取締役会や常務会の他、毎週開催され

るグループ週次報告会やその他重要な会議に参加し助言や意見交換を行っております。また、尾原蓉子氏は

ファッション業界に関する豊富な経験と知識、経営者としての経験に基づき有用な助言を行っております。な

お、稲垣稔氏は「５ 役員の状況」に記載のとおり当社の株式を保有しておりますが、その他両氏は兼務している

法人等も含めて、提出会社との人的関係、資本関係又は取引関係及びその他の利害関係はなく、独立性や中立性

は確保されているものと判断しております。

　渡邉一正氏は実業界での長年の経験を活かし、取締役会や監査役会で適切な発言を行っております。また、發

知敏雄氏は公認会計士・税理士として企業会計に精通し、その専門知識と経験を活かし適切な助言を行っており

ます。なお、渡邉一正氏は「５ 役員の状況」に記載のとおり当社の株式を保有しておりますが、その他両氏は兼

務している法人等も含めて、提出会社との人的関係、資本関係又は取引関係及びその他の利害関係はなく、独立

性や中立性は確保されているものと考えております。

　また、取締役会における議論に積極的に貢献するとの観点から、情報交換と情報共有を図るため、社外取締役

と社外監査役をコアメンバーとする独立社外役員会を定期的に開催しております。

　社外取締役及び社外監査役を選任するための明確な基準又は方針は定めておりませんが、金融商品取引所の独

立役員の独立性に関する判断基準等を参考に、ビジネスでの経験や専門知識等を十分考慮して選任しておりま

す。

　監査室とは監査報告書の閲覧や重要事項の報告、経営管理室とは内部統制評価結果報告書の閲覧や問題点につ

いての意見交換、また、会計監査人とは期初における監査計画や四半期ごとの監査・四半期レビュー結果報告に

よる情報共有や意見交換等により連携が図られており、その結果、各部門へ助言等を行うことで内部統制の強化

や業務の改善及び効率化に寄与しております。当社は、社外取締役及び社外監査役が監査室や各委員会、顧問弁

護士及び会計監査人とも連携し、独立的な立場から取締役会や各取締役、常務会等を監督し又は助言を行うこと

で、リスクの排除や法令順守が図られるなど企業統治における重要な役割を担っております。

④ 役員の報酬等

　イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 
役員区分

 
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員
数　（名） 基本報酬

ストック・

オプション
賞与 退職慰労金

 
取締役
(社外取締役を除く)

320 197 ― 53 69 13

 
監査役
(社外監査役を除く)

15 12 ― 2 0 2

 社外役員 35 31 ― 4 ― 4
 

　ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

 　　 　 連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　ハ 役員報酬等の決定方針

 　　 　 決定方針は定めておりません。

⑤ 株式の保有状況

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額が最も大きい会社（最大保有会社）である当社につ

いては以下のとおりです。

保有目的が純投資目的である投資株式

 
区分

前事業年度
（百万円）

当事業年度
（百万円）

 
貸借対照表

計上額の合計額
貸借対照表

計上額の合計額
受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

 非上場株式 ― ― ― ― ―

 非上場株式以外の株式 3,408 3,544 71 ― 788
 

　

EDINET提出書類

株式会社ＡＯＫＩホールディングス(E03116)

有価証券報告書

31/84



 

⑥ 会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は小林昭夫氏及び天野祐一郎氏であり、ＰｗＣあらた有限責任監査

法人に所属しております。また、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士10名及びその他13名です。

⑦ 取締役の定数

当社の取締役は20名以内とする旨を定款で定めております。

⑧ 取締役の選任の決議要件

当社の取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨、また取締役の選任決議は、累積投票によらない旨定款に定めておりま

す。

⑨ 自己株式の取得

当社は、自己株式の取得について、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165

条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款

で定めております。

⑩ 剰余金の配当等の決定機関

当社は剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締

役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものです。

⑪ 中間配当

当社は会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間配当を

行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にするためです。

⑫ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものです。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

 区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

 提出会社 81 3 81 0

 連結子会社 ― ― ― ―

 計 81 3 81 0
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務であるアドバイザリー業務につ

いての対価を支払っております。

当連結会計年度

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務であるアドバイザリー業務につ

いての対価を支払っております。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。　

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。)に基

づいて作成しております。　

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成29年４月１日から平成30年３月

31日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)の財務諸表について、ＰｗＣ

あらた有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、会計基準等に関する情報

を入手するとともに、監査法人や各種団体の開催する研修に参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 28,608 32,175

  売掛金 10,508 11,659

  たな卸資産 ※1  26,905 ※1  26,007

  繰延税金資産 1,792 2,087

  その他 7,181 8,431

  貸倒引当金 △32 △35

  流動資産合計 74,963 80,325

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 130,359 132,709

    減価償却累計額 △68,790 △72,124

    建物及び構築物（純額） 61,568 60,585

   機械、運搬具及び工具器具備品 16,094 16,477

    減価償却累計額 △8,121 △8,765

    機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 7,973 7,712

   土地 ※2  36,953 ※2  36,952

   リース資産 13,464 14,135

    減価償却累計額 △8,600 △8,982

    リース資産（純額） 4,864 5,153

   建設仮勘定 327 1,265

   有形固定資産合計 111,686 111,669

  無形固定資産 6,301 5,796

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※3  3,978 ※3  4,361

   差入保証金 8,259 7,973

   敷金 21,066 20,610

   繰延税金資産 6,564 6,490

   その他 1,902 1,890

   貸倒引当金 △40 △50

   投資その他の資産合計 41,730 41,276

  固定資産合計 159,718 158,742

 資産合計 234,681 239,068
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 19,159 19,812

  1年内返済予定の長期借入金 4,150 2,650

  リース債務 1,852 1,864

  未払金 5,259 5,885

  未払法人税等 1,603 2,593

  賞与引当金 1,647 1,978

  役員賞与引当金 89 123

  その他 5,434 5,841

  流動負債合計 39,197 40,750

 固定負債   

  長期借入金 37,125 36,475

  リース債務 3,702 3,880

  役員退職慰労引当金 1,949 2,018

  ポイント引当金 1,069 1,059

  退職給付に係る負債 976 1,054

  資産除去債務 5,513 6,032

  その他 1,241 1,269

  固定負債合計 51,577 51,789

 負債合計 90,774 92,539

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 23,282 23,282

  資本剰余金 27,833 27,833

  利益剰余金 96,753 100,299

  自己株式 △4,325 △5,376

  株主資本合計 143,544 146,039

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 576 588

  退職給付に係る調整累計額 △302 △187

  その他の包括利益累計額合計 274 401

 新株予約権 87 87

 純資産合計 143,906 146,528

負債純資産合計 234,681 239,068
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 194,046 198,417

売上原価 107,730 111,552

売上総利益 86,315 86,864

販売費及び一般管理費 ※1  71,868 ※1  72,000

営業利益 14,447 14,864

営業外収益   

 受取利息 97 96

 受取配当金 105 72

 不動産賃貸料 605 571

 その他 261 168

 営業外収益合計 1,070 908

営業外費用   

 支払利息 315 328

 不動産賃貸費用 528 496

 固定資産除却損 328 263

 差入保証金・敷金解約損 176 211

 その他 273 470

 営業外費用合計 1,621 1,769

経常利益 13,895 14,003

特別利益   

 固定資産売却益 － 20

 投資有価証券売却益 545 －

 特別利益合計 545 20

特別損失   

 固定資産売却損 － 38

 減損損失 ※2  2,834 ※2  2,078

 災害による損失 102 －

 特別損失合計 2,937 2,117

税金等調整前当期純利益 11,504 11,906

法人税、住民税及び事業税 4,746 4,822

法人税等調整額 △597 △293

法人税等合計 4,149 4,528

当期純利益 7,355 7,377

親会社株主に帰属する当期純利益 7,355 7,377
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

当期純利益 7,355 7,377

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △36 11

 退職給付に係る調整額 81 115

 その他の包括利益合計 ※1  44 ※1  126

包括利益 7,400 7,504

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 7,400 7,504

 非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 23,282 27,833 92,929 △1,436 142,609

会計方針の変更による

累積的影響額
  110  110

会計方針の変更を反映した

当期首残高
23,282 27,833 93,039 △1,436 142,719

当期変動額      

剰余金の配当   △3,641  △3,641

親会社株主に帰属する

当期純利益
  7,355  7,355

自己株式の取得    △2,888 △2,888

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― 3,713 △2,888 824

当期末残高 23,282 27,833 96,753 △4,325 143,544
 

 

 
その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 612 △383 229 87 142,926

会計方針の変更による

累積的影響額
    110

会計方針の変更を反映した

当期首残高
612 △383 229 87 143,036

当期変動額      

剰余金の配当     △3,641

親会社株主に帰属する

当期純利益
    7,355

自己株式の取得     △2,888

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△36 81 44 ― 44

当期変動額合計 △36 81 44 ― 869

当期末残高 576 △302 274 87 143,906
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 当連結会計年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 23,282 27,833 96,753 △4,325 143,544

会計方針の変更による

累積的影響額
    ―

会計方針の変更を反映した

当期首残高
23,282 27,833 96,753 △4,325 143,544

当期変動額      

剰余金の配当   △3,830  △3,830

親会社株主に帰属する

当期純利益
  7,377  7,377

自己株式の取得    △1,051 △1,051

自己株式の処分  0  0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― 0 3,546 △1,051 2,495

当期末残高 23,282 27,833 100,299 △5,376 146,039
 

 

 
その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 576 △302 274 87 143,906

会計方針の変更による

累積的影響額
    ―

会計方針の変更を反映した

当期首残高
576 △302 274 87 143,906

当期変動額      

剰余金の配当     △3,830

親会社株主に帰属する

当期純利益
    7,377

自己株式の取得     △1,051

自己株式の処分     0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
11 115 126 ― 126

当期変動額合計 11 115 126 ― 2,622

当期末残高 588 △187 401 87 146,528
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 11,504 11,906

 減価償却費 8,032 8,459

 減損損失 2,834 2,078

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 245 255

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 103 68

 ポイント引当金の増減額（△は減少） 55 △10

 受取利息及び受取配当金 △202 △168

 支払利息 315 328

 投資有価証券売却損益（△は益） △545 －

 売上債権の増減額（△は増加） △1,070 △1,151

 たな卸資産の増減額（△は増加） 930 897

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,137 652

 未払消費税等の増減額（△は減少） △284 1,103

 その他 1,414 1,254

 小計 24,469 25,674

 利息及び配当金の受取額 159 130

 利息の支払額 △314 △326

 法人税等の支払額 △6,922 △4,670

 法人税等の還付額 1,236 895

 営業活動によるキャッシュ・フロー 18,628 21,703

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △10,487 △6,942

 無形固定資産の取得による支出 △550 △626

 敷金及び保証金の差入による支出 △1,545 △488

 敷金及び保証金の回収による収入 490 536

 投資有価証券の売却による収入 2,079 －

 短期貸付金の純増減額（△は増加） △47 △440

 信託受益権の純増減額（△は増加） △297 △204

 その他 △222 △688

 投資活動によるキャッシュ・フロー △10,582 △8,855

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 5,000 2,000

 長期借入金の返済による支出 △4,050 △4,150

 リース債務の返済による支出 △1,904 △2,245

 自己株式の取得による支出 △2,888 △1,051

 配当金の支払額 △3,645 △3,833

 その他 490 0

 財務活動によるキャッシュ・フロー △6,998 △9,280

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,047 3,567

現金及び現金同等物の期首残高 27,560 28,608

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  28,608 ※1  32,175
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数　　3社

　　　主要な連結子会社名

　　　 「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

　(2) 主要な非連結子会社名　

　　AOKI HOLDINGS N.Y.INC.、他３社

　　連結の範囲から除いた理由

非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の

範囲から除いております。

　

２．持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社はありません。

 (2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

　　① 非連結子会社の名称　AOKI HOLDINGS N.Y.INC.、他３社

　　② 関連会社の名称　　　青木情報開発株式会社、他１社

　　　　持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、連結純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　   連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　

４．会計方針に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

   ① 有価証券

   　 　ア 子会社株式

　　　　　　総平均法による原価法

   　 　イ その他有価証券

　　　　 　 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定)

     　 　 時価のないもの

　 　　 　 　 総平均法による原価法

   ② たな卸資産

　    評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

     　 ア 商品

    　 　　個別法

     　 イ 原材料及び貯蔵品

    　　　 最終仕入原価法

　　    　　 ただし、一部の連結子会社では原材料について総平均法

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

   ① 有形固定資産（リース資産を除く）

      定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物及び構築物 ８～45年

機械、運搬具及び工具器具備品 ３～17年
 

   ② 無形固定資産（リース資産を除く）

      定額法

なお、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年以内)に基づく定額法
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   ③ リース資産

 ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

 イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

 (3) 重要な引当金の計上基準

   ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

   ② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づいて計上しております。

   ③ 役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計上しております。

   ④ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

   ⑤ ポイント引当金

ポイントカードにより顧客に付与したポイントの将来の使用に伴う費用発生に備えるため、使用実績率に基づい

て見積もった額をポイント引当金として計上しております。

 (4) 退職給付に係る会計処理の方法

 ① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

   ① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象

 (ヘッジ手段)

   金利スワップ

 (ヘッジ対象)

   借入金の支払利息

   ③ ヘッジ方針

当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、対象債務の範囲内

で個別契約毎にヘッジを行っております。

   ④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

 (6) のれんの償却方法及び償却期間

　５年間で均等償却しております。

　なお、平成22年３月31日以前に発生した負ののれんについては、10年間で均等償却しております。

 (7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許資金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日が到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資からなっております。

 (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

    消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(未適用の会計基準等)

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２月16日）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成30年２月16日）

　

(1) 概要

　個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱いが見直され、また（分類１）に該当する企

業における繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いの明確化が行われております。

　

 (2) 適用予定日

　 平成31年３月期の期首から適用する予定です。

　

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。

　

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日）

　

(1) 概要

　　収益認識に関する包括的な会計基準です。収益は次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

　

(2) 適用予定日

　　平成34年３月期の期首から適用する予定です。

　

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。

 
(表示方法の変更)

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「短期貸付金

の純増減額(△は増加)」は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示

方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に表示していた△270百万円は、「短期貸付金の純増減額(△は増加)」△47百万円、「その他」△222百万

として組み替えております。

 

(会計上の見積りの変更)　

資産除去債務の見積りの変更　

店舗等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等として計上していた資産除去債務について、退店等の新たな情報

の入手に伴い、店舗の退店時に必要とされる原状回復費用に関して見積りの変更を行いました。これによる増加額525

百万円を変更前の資産除去債務に加算しております。なお、損益に与える影響は軽微です。
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(連結貸借対照表関係)

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

商品 26,110百万円 25,270百万円

原材料及び貯蔵品 794　〃 736　〃

計 26,905百万円 26,007百万円
 

 

※２　担保に供している資産は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

土地 284百万円 284百万円
 

 

※３　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりです。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

投資有価証券（株式） 514百万円 514百万円
 

 

    　４　保証債務

(1) 連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

AOKI HOLDINGS N.Y.INC. 323百万円 276百万円
 

 

(2) 連結会社以外の会社の賃貸借契約に係る契約残存期間の賃借料等に対して、次のとおり債務保証を

　　　  を行っております。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

㈱スキットラボ ―百万円 22百万円
 

 

　５　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と当座貸越契約を締結しております。

　当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりです。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

当座貸越極度額 25,000百万円 26,000百万円

借入実行額 ―　 ― 
差引額 25,000百万円 26,000百万円
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(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

広告宣伝費 12,997百万円 13,079百万円

給料及び賞与 18,766　〃 18,976　〃

賞与引当金繰入額 1,372　〃 1,670　〃

役員賞与引当金繰入額 89　〃 122　〃

退職給付費用 746　〃 818　〃

役員退職慰労引当金繰入額 134　〃 112　〃

福利厚生費 3,768　〃 3,850　〃

賃借料 15,403　〃 15,251　〃

減価償却費 3,307　〃 3,480　〃
 

 

※２　減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

前連結会計年度(自　平成28年４月１日 至　平成29年３月31日)

用途 種類 場所

営業店舗 建物及び構築物、その他 長野県上田市他

転貸店舗 建物及び構築物、その他 三重県名張市他
 

当社グループは、資産のグルーピングを店舗単位で行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルー

ピングを行っております。　

立地環境の変化等により店舗の閉鎖や建替えが決定し又は損益が継続してマイナスとなる営業店舗及び転貸

店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失(2,834百万円)として特別損失に計

上いたしました。

減損損失の内訳は、営業店舗2,833百万円（内、建物及び構築物2,344百万円、その他488百万円）及び転貸店

舗0百万円（建物及び構築物0百万円、その他0百万円）です。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却

価額については不動産鑑定士による査定額を基準に評価し、使用価値については将来キャッシュ・フローを

4.9％から5.5％で割り引いて算出しております。

 
当連結会計年度(自　平成29年４月１日 至　平成30年３月31日)

用途 種類 場所

営業店舗 建物及び構築物、その他 富山県富山市他

遊休資産 土地 新潟県上越市
 

当社グループは、資産のグルーピングを店舗単位で行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルー

ピングを行っております。

立地環境の変化等により店舗の閉鎖や建替えが決定し又は損益が継続してマイナスとなる営業店舗及び回収

可能価額が帳簿価額を下回っている遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減

損損失(2,078百万円)として特別損失に計上いたしました。

減損損失の内訳は、営業店舗2,078百万円（内、建物及び構築物1,673百万円、その他405百万円）及び遊休資

産0百万円（土地0百万円）です。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却

価額については路線価を基準に評価し、使用価値については将来キャッシュ・フローを5.3％から5.7％で割り

引いて算出しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

その他有価証券評価差額金     
　当期発生額 △46百万円 22百万円

　組替調整額 △33　〃 ―　

　　税効果調整前 △79百万円 22百万円

　　税効果額 43　〃 △11　〃

　　その他有価証券評価差額金 △36百万円 11百万円

退職給付に係る調整額     
　当期発生額 △52百万円 18百万円

　組替調整額 175　〃 158　〃

　　税効果調整前 123百万円 176百万円

　　税効果額 △41　〃 △61　〃

　　退職給付に係る調整額 81百万円 115百万円

その他の包括利益合計 44百万円 126百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 90,649 ― ― 90,649
 

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 984 2,419 ― 3,404
 

（注）増加数の主な内訳は、次のとおりです。

 平成28年２月15日の取締役会決議による自己株式の取得　2,182千株

平成29年２月９日の取締役会決議による自己株式の取得　 236千株

 単元未満株式の買取りによる増加　0千株　

　

３．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結

会計年度末

提出会社
平成27年ストック・
オプションとしての
新株予約権

普通株式 905 ― ― 905 87

 

（注）目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。

　

４．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年５月12日
取締役会

普通株式 1,793 20 平成28年３月31日 平成28年６月８日

平成28年11月10日
取締役会

普通株式 1,848 21 平成28年９月30日 平成28年12月５日
 

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年５月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,919 22 平成29年３月31日 平成29年６月７日
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当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 90,649 ― ― 90,649
 

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 3,404 681 0 4,085
 

（注）１．増加数の主な内訳は、次のとおりです。

　　平成29年２月９日の取締役会決議による自己株式の取得　 363千株

　　平成30年１月31日の取締役会決議による自己株式の取得　 316千株

 　　単元未満株式の買取りによる増加　 1千株　

２．減少数の主な内訳は、次のとおりです。

　　 単元未満株式の売渡しによる減少　0千株

　

３．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結

会計年度末

提出会社
平成27年ストック・
オプションとしての
新株予約権

普通株式 905 ― ― 905 87

 

（注）目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。

　

４．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年５月11日
取締役会

普通株式 1,919 22 平成29年３月31日 平成29年６月７日

平成29年11月９日
取締役会

普通株式 1,911 22 平成29年９月30日 平成29年12月５日
 

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成30年５月10日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,904 22 平成30年３月31日 平成30年６月６日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

す。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

現金及び預金勘定 28,608百万円 32,175百万円

現金及び現金同等物 28,608百万円 32,175百万円
 

 

　２　重要な非資金取引の内容

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

ファイナンス・リース取引に係る

資産及び債務の額
2,781百万円 2,435百万円

 

 

(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

(1) 所有権移転ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

    　無形固定資産

 アニヴェルセル・ブライダル事業及び複合カフェ運営事業におけるソフトウエアです。

② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計方針に関する事項　(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりです。

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

    　有形固定資産

 主として、カラオケルーム運営事業及び複合カフェ運営事業における店舗内設備等です。

② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計方針に関する事項　(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりです。

 

２．オペレーティング・リース取引

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

１年内 521 476

１年超 1,471 1,074

合計 1,993 1,551
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項　

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主にファッション、アニヴェルセル・ブライダル、カラオケ及び複合カフェの各事業を行うた

めの設備投資資金及び短期的な運転資金を主に銀行借入により調達しております。デリバティブ取引については、

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を利用しておりますが、投機的な取引は行わない方針

です。

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金は、主にクレジットカード売上に係るものであり、相手先の信用リスクがあります。投資

有価証券は、主に取引金融機関の株式であり、市場価格の変動リスクがあります。また、差入保証金及び敷金は、

各事業の新規出店に伴い発生する建設協力金等であり、相手先の信用リスクがあります。

　営業債務である買掛金、未払金及び未払法人税等は、すべて１年以内の支払期日です。借入金及びファイナン

ス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、償還日は、決算日

後最長９年です。このうち借入金の一部については、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引

（金利スワップ取引）を利用しヘッジしております。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引です。

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述

の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計方針に関する事項 (5) 重要なヘッジ会計の方法」を

ご参照ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理　

当社グループは、売掛金については相手先が主に金融機関系列の取引先であり、信用リスクは僅少であると考え

ております。差入保証金及び敷金は、店舗管理部が取引先ごとの残高を管理するとともに、重要な取引先を定期的

にモニタリングするなど、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、デリバ

ティブ取引は、取引相手先を高格付の金融機関に限定しているため信用リスクは僅少であると考えております。

② 市場リスクの管理　

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

③ 資金調達に係るリスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理　

当社は、各部署からの情報に基づき、経理部が適時に資金繰計画及び実績を作成するとともに、手許流動性を連

結売上高の概ね１ヶ月分以上に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

　(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引に

関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項　

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは、次表に含めておりません（(注)２.をご参照ください。）。

　前連結会計年度（平成29年３月31日）  (単位:百万円)

 
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 現金及び預金 28,608 28,608 ―

(2) 売掛金 10,508   
     貸倒引当金(※1) △32   

 10,476 10,476 ―

(3) 投資有価証券    
 　 その他有価証券 3,456 3,456 ―

(4) 差入保証金 8,259   
     貸倒引当金(※2) △11   

 8,248 7,953 △295

(5) 敷金 21,066   
     貸倒引当金(※3) △28   

 21,037 19,288 △1,748

資産計 71,826 69,782 △2,044

(1) 買掛金 19,159 19,159 ―

(2) 未払金 5,259 5,259 ―

(3) 未払法人税等 1,603 1,603 ―

(4) 長期借入金 41,275 41,848 573

(5) リース債務 5,555 5,652 97

負債計 72,853 73,523 670

デリバティブ取引 ― ― ―
 

(※1) 売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※2) 差入保証金に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※3) 敷金に計上している貸倒引当金を控除しております。

　
　当連結会計年度（平成30年３月31日）  (単位:百万円)

 
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 現金及び預金 32,175 32,175 ―

(2) 売掛金 11,659   
     貸倒引当金(※1) △35   

 11,624 11,624 ―

(3) 投資有価証券    
 　 その他有価証券 3,589 3,589 ―

(4) 差入保証金 7,973   
     貸倒引当金(※2) △11   

 7,962 7,606 △355

(5) 敷金 20,610   
     貸倒引当金(※3) △28   

 20,581 18,582 △1,999

資産計 75,933 73,578 △2,355

(1) 買掛金 19,812 19,812 ―

(2) 未払金 5,885 5,885 ―

(3) 未払法人税等 2,593 2,593 ―

(4) 長期借入金 39,125 39,589 464

(5) リース債務 5,744 5,869 124

負債計 73,161 73,750 588

デリバティブ取引 ― ― ―
 

(※1) 売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※2) 差入保証金に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※3) 敷金に計上している貸倒引当金を控除しております。
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(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 売掛金

　これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

(3) 投資有価証券

　取引所の時価によっております。

(4) 差入保証金、及び(5) 敷金

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権額を満期日までの期間及び信用リスクを加味した利率に

より割り引いた現在価値によっております。

負　債

(1) 買掛金、(2) 未払金、及び(3) 未払法人税等

　これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

(4) 長期借入金、及び(5) リース債務

　これらの時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
　

  (単位：百万円)

区分 平成29年３月31日 平成30年３月31日

非上場株式 521 771
 

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券」

には含めておりません。
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　　３．金銭債権の償還予定額

 
　前連結会計年度（平成29年３月31日）  (単位：百万円)

 １年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内

10年超

15年以内

15年超

20年以内

現金及び預金 28,608 ― ― ― ―

売掛金 10,508 ― ― ― ―

差入保証金 951 2,265 3,105 582 1,354

敷金 2,488 2,870 4,230 5,362 6,114

合計 42,556 5,136 7,335 5,944 7,468
 

 

　当連結会計年度（平成30年３月31日）  (単位：百万円)

 １年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内

10年超

15年以内

15年超

20年以内

現金及び預金 32,175 ― ― ― ―

売掛金 11,659 ― ― ― ―

差入保証金 775 3,194 2,046 640 1,316

敷金 1,541 3,873 4,530 5,953 4,711

合計 46,152 7,067 6,576 6,594 6,028
 

 

　　４．長期借入金、リース債務及びその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額

 
　前連結会計年度（平成29年３月31日）  (単位：百万円)

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 4,150 2,650 2,650 3,325 3,000 25,500

リース債務 1,852 1,463 1,138 711 389 0

合計 6,002 4,113 3,788 4,036 3,389 25,500
 

 

　当連結会計年度（平成30年３月31日）  (単位：百万円)

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 2,650 2,650 3,325 5,000 9,000 16,500

リース債務 1,864 1,594 1,181 872 230 ―

合計 4,514 4,244 4,506 5,872 9,230 16,500
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(有価証券関係)

１．その他有価証券

　前連結会計年度（平成29年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

　株式 3,347 2,541 805

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

　株式 109 138 △28

合計 3,456 2,680 776
 

 (注)１．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。

２．非上場株式(連結貸借対照表計上額７百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

　当連結会計年度（平成30年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

　株式 3,008 2,148 859

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

　株式 581 641 △60

合計 3,589 2,790 799
 

 (注)１．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。

２．非上場株式(連結貸借対照表計上額257百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

　株式 2,079 545 0
 

 

当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　　　 該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

　　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　　金利関連

 

　前連結会計年度（平成29年３月31日）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップの特

例処理

金利スワップ取引     

支払固定・受取
変動

長期借入金 4,725 875 (注)
 

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

　当連結会計年度（平成30年３月31日）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップの特

例処理

金利スワップ取引     

支払固定・受取
変動

長期借入金 875 525 (注)
 

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

 当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採

用しております。

　確定給付企業年金制度では、ポイント制に基づいた一時金又は年金を支給しております。

 

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

退職給付債務の期首残高 5,543 5,979

 勤務費用 648 694

 利息費用 1 7

 数理計算上の差異の発生額 83 22

　退職給付の支払額 △296 △291

退職給付債務の期末残高 5,979 6,411
 

 

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

年金資産の期首残高 4,689 5,003

 期待運用収益 70 75

 数理計算上の差異の発生額 30 40

 事業主からの拠出額 484 522

　退職給付の支払額 △271 △284

年金資産の期末残高 5,003 5,357
 

 
(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整額

（百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 5,921 6,352

年金資産 △5,003 △5,357

 917 994

非積立型制度の退職給付債務 58 59

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 976 1,054

   

退職給付に係る負債 976 1,054

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 976 1,054
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(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

勤務費用 648 694

利息費用 1 7

期待運用収益 △70 △75

数理計算上の差異の費用処理額 175 158

確定給付制度に係る退職給付費用 755 784
 

 

(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりです。

（百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

数理計算上の差異 123 176
 

 

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりです。

（百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

未認識数理計算上の差異 456 279
 

 

(7) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

一般勘定 70.7％ 69.3％

株式 12.4〃 10.5〃

債券 10.7〃 7.8〃

その他 6.2〃 12.4〃

合計 100.0％ 100.0％
 

 
②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

割引率 0.0～0.3％ 0.0～0.1％

長期期待運用収益率 1.5〃 1.5〃
 

　

３．確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度66百万円、当連結会計年度137百万円です。
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(ストック・オプション等関係)

１．ストック・オプションにかかる当初の資産計上額及び科目名

 前連結会計年度 当連結会計年度

現金及び預金 87百万円 87百万円
 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成27年11月18日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役(社外取締役を除く。)、執行役員及び従業員　19名

当社子会社取締役、執行役員及び従業員　26名

株式の種類及び付与数(注) 普通株式　905,000株

付与日 平成27年12月３日

権利確定条件
「第４提出会社の状況　１株式等の状況　(2)新株予約権等の

状況」に記載のとおりです。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成28年７月１日～平成34年６月30日
 

(注) 株式数に換算して記載しております。

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成30年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

　① ストック・オプションの数

会社名 提出会社

決議年月日 平成27年11月18日

権利確定前(株)  

　前連結会計年度末 905,000

　付与 ―

失効 ―

　権利確定 ―

　未確定残 905,000

権利確定後(株)  

　前連結会計年度末 ―

　権利確定 ―

権利行使 ―

　失効 ―

　未行使残 ―
 

 
　② 単価情報

会社名 提出会社

決議年月日 平成27年11月18日

権利行使価格(円) 1,554

行使時平均株価(円) ―

付与日における公正な評価単価(円) 97
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

流動     
 (繰延税金資産)     

商品評価損 339百万円 390百万円

賞与引当金 562 〃 669 〃

未払事業税 175 〃 226 〃

物流業務料 214 〃 176 〃
その他 500 〃 624 〃

計 1,792百万円 2,087百万円
固定     
 (繰延税金資産)     

投資有価証券評価損 222百万円 222百万円

退職給付に係る負債 329 〃 354 〃

役員退職慰労引当金 607 〃 628 〃

ポイント引当金 363 〃 360 〃

減損損失 4,159 〃 3,831 〃

減価償却超過額 1,157 〃 1,344 〃

資産除去債務 1,873 〃 2,050 〃
その他 240 〃 252 〃

小計 8,954百万円 9,044百万円
評価性引当額 △1,269百万円 △1,332百万円

計 7,685百万円 7,712百万円
 (繰延税金負債)     

資産除去債務に対応する資産 △798百万円 △913百万円

特別償却準備金 △95 〃 △71 〃

その他有価証券評価差額金 △199 〃 △211 〃
その他 △27 〃 △25 〃

計 △1,121百万円 △1,221百万円

繰延税金資産(純額) 6,564百万円 6,490百万円
 

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

法定実効税率 30.8％ 30.8％
(調整)     
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7〃 0.8〃

住民税均等割 3.0〃 2.9〃

評価性引当額の増減 0.3〃 0.5〃

負ののれん償却額 △0.1〃 ― 

所得拡大促進税制による税額控除 △1.8〃 △0.5〃

連結子会社との税率差異 3.1〃 3.3〃
その他 0.1〃 0.2〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.1％ 38.0％
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(資産除去債務関係)

　　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

　　店舗等の建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等です。

 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得日から20年又は契約期間と見積り、割引率は0.0％から0.6％を使用して資産除去債務の金額を

算定しております。

 

３．当該資産除去債務の総額の増減

 

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

期首残高 5,131百万円 5,688百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 428 〃 195 〃

時の経過による調整額 75 〃 79 〃

見積りの変更による増加額 104 〃 525 〃

資産除去債務の履行による減少額 △51 〃 △242 〃

期末残高 5,688百万円 6,246百万円
 

（注）当連結会計年度において、店舗等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等として計上していた資産除去

債務について、退店等の新たな情報の入手に伴い、店舗の退店時に必要とされる原状回復費用に関して見積

りの変更を行いました。これによる増加額525百万円を変更前の資産除去債務に加算しております。なお、損

益に与える影響は軽微です。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社グループは、当社が純粋持株会社として各社の事業をサポートし、各事業会社は取り扱う商品・サービスに

ついて国内の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、各事業会社が取り扱う商品・サービス別セグメントから構成されており、「ファッション事業」、「ア

ニヴェルセル・ブライダル事業」、「カラオケルーム運営事業」及び「複合カフェ運営事業」の４つを報告セグメ

ントとしております。なお、ファッション事業の「ＡＯＫＩ」及び「ＯＲＩＨＩＣＡ」は経済的特徴、商品の内容

等の集約できる要件にすべて該当するため、１つの報告セグメントとしております。

「ファッション事業」は、メンズ及びレディス衣料の企画販売、「アニヴェルセル・ブライダル事業」は、結婚

式場の運営、「カラオケルーム運営事業」は、カラオケルームの運営、「複合カフェ運営事業」は、雑誌やコミッ

ク、マッサージチェア、インターネット等による癒しの空間を提供する事業を行っております。

 
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一です。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基

づいております。

 
３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

連結
財務諸表
計上額
(注)２

ファッショ
ン事業

アニヴェル
セル・ブラ
イダル事業

カラオケ
ルーム
運営事業

複合
カフェ
運営事業

合計

売上高        

  外部顧客への売上高 118,262 26,847 18,671 30,264 194,046 ― 194,046

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

1 13 4 ― 20 △20 ―

計 118,264 26,860 18,676 30,264 194,066 △20 194,046

セグメント利益 8,167 2,760 887 1,893 13,709 737 14,447

セグメント資産 111,083 41,604 14,112 26,565 193,365 41,315 234,681

その他の項目        

　減価償却費 2,599 1,779 1,225 1,876 7,481 436 7,917

　のれん償却額 5 ― 21 5 32 ― 32

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

5,970 549 1,834 5,849 14,204 362 14,567
 

（注）１．調整額は以下のとおりです。

(1) セグメント利益の調整額737百万円には、セグメント間取引消去4,459百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△3,721百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない提出会社の管理部門等の費用です。

(2) セグメント資産の調整額41,315百万円には、子会社に対する債権の相殺消去△32,723百万円及び各報

告セグメントに配分していない全社資産74,038百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグ

メントに帰属しない提出会社の土地、本社建物及び構築物です。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額362百万円は、主にグループで使用予定の建物及び

構築物への投資です。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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　当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

連結
財務諸表
計上額
(注)２

ファッショ
ン事業

アニヴェル
セル・ブラ
イダル事業

カラオケ
ルーム
運営事業

複合
カフェ
運営事業

合計

売上高        

  外部顧客への売上高 118,442 27,157 18,687 34,129 198,417 ― 198,417

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

13 15 4 ― 32 △32 ―

計 118,455 27,173 18,691 34,129 198,450 △32 198,417

セグメント利益 8,526 2,809 765 2,071 14,172 691 14,864

セグメント資産 112,819 41,161 13,287 28,837 196,105 42,962 239,068

その他の項目        

　減価償却費 2,768 1,653 1,232 2,260 7,915 433 8,348

　のれん償却額 0 ― 15 1 16 ― 16

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

2,831 390 1,738 3,825 8,786 1,267 10,053
 

（注）１．調整額は以下のとおりです。

(1) セグメント利益の調整額691百万円には、セグメント間取引消去4,286百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△3,594百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない提

出会社の管理部門等の費用です。

(2) セグメント資産の調整額42,962百万円には、子会社に対する債権の相殺消去△29,673百万円及び各報告

セメントに配分していない全社資産72,636百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメント

に帰属しない提出会社の土地、本社建物及び構築物です。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,267百万円は、主に本社増改築に伴う建物及び構築物

への投資です。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　　　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

　　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、該当事項はあり

ません。

 

当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　　　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

　　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、該当事項はあり

ません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

全社・消去 合計ファッション
事業

アニヴェル
セル・ブラ
イダル事業

カラオケ
ルーム
運営事業

複合カフェ
運営事業

計

減損損失 1,333 289 824 386 2,833 0 2,834
 

 

当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

全社・消去 合計ファッション
事業

アニヴェル
セル・ブラ
イダル事業

カラオケ
ルーム
運営事業

複合カフェ
運営事業

計

減損損失 866 262 791 157 2,078 0 2,078
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

全社・消去 合計ファッション
事業

アニヴェル
セル・ブラ
イダル事業

カラオケ
ルーム
運営事業

複合カフェ
運営事業

計

当期末残高 0 ― 67 1 68 ― 68
 

（注）のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。　

 

当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

全社・消去 合計ファッション
事業

アニヴェル
セル・ブラ
イダル事業

カラオケ
ルーム
運営事業

複合カフェ
運営事業

計

当期末残高 ― ― 38 ― 38 ― 38
 

（注）のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。　

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

　　　該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

種類
会社等の
名称

又は氏名
所在地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役 員 青木拡憲 ― ―
当社

代表取締役
(被所有)
2.95

―
商品の販売

(注)1
16 売掛金 17

 

　（注）１．取引価格は、社内規程に基づく価格によっております。

     ２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

１株当たり純資産額 1,648.44円 1,691.70円

１株当たり当期純利益 83.38円 84.87円
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

１株当たり当期純利益   

　親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 7,355 7,377

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　当期純利益(百万円)

7,355 7,377

　普通株式の期中平均株式数(千株) 88,210 86,920

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概
要

平成27年11月18日開催の
取締役会決議による新株
予約権
第５回新株予約権
新株予約権の数　9,050個

平成27年11月18日開催の
取締役会決議による新株
予約権
第５回新株予約権
新株予約権の数　9,050個

 

 

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 143,906 146,528

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 87 87

（うち新株予約権(百万円)） (87) (87)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 143,818 146,440

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株
式の数(千株)

87,245 86,564
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(重要な後発事象)

（役員退職慰労金制度の廃止及び譲渡制限付株式報酬制度の導入について）

　当社は、平成30年５月23日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを行い、役員退職慰労金制度の廃止及

び退職慰労金の打ち切り支給並びに譲渡制限付株式報酬制度（以下、「本制度」といいます。）の導入について決議

し、平成30年６月27日開催の第42回定時株主総会（以下、「本総会」といいます。）において承認されました。

 

１．役員退職慰労金制度の廃止について

　当社は、役員報酬制度改定の一環として、役員退職慰労金制度を本総会終結の時をもって廃止いたしました。

本総会後も引き続き在任する取締役につきましては、本総会終結の時までの功労に報いるため、本総会終結の時

までの在任期間を対象とし、当社における一定の基準に従い、退職慰労金を打ち切り支給することとし、各取締

役の退任後に支払う予定です。

 

２. 本制度を導入する理由

　当社取締役（社外取締役を除きます。以下、「対象取締役」といいます。）に対し譲渡制限付株式を割り当

て、当社株式を保有させることで当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、当社

の取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、本制度を導入するものです。

 

３. 本制度の概要

（１）取締役の報酬額と交付株式数

　本制度は、対象取締役に対し、譲渡制限付株式を割り当てるために金銭報酬債権を付与し、対象取締役は当該

金銭報酬債権を現物出資することで当社の普通株式の発行又は処分を受けるものです。当社の取締役の報酬額

は、平成20年６月20日開催の第32回定時株主総会において、年額４億50百万円以内（ただし、使用人兼務取締役

の使用人分給与を含みません。）と承認されておりますが、これとは別枠で譲渡制限付株式の交付を目的として

年額１億50百万円以内を支給することといたしました。各取締役への具体的な支給時期及び配分については、取

締役会において決定いたします。

　また、本制度により発行又は処分される当社普通株式の総数は、年20万株以内（ただし、本議案が承認可決さ

れた日以降の日を効力発生日とする当社の普通株式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含みます。）又

は株式併合が行われた場合、当該効力発生日以降、分割比率・併合比率等に応じて、当該総数を、必要に応じて

合理的な範囲で調整します。）とします。なお、その１株当たりの払込金額は、各取締役会決議日の前営業日に

おける東京証券取引所の当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の

終値）とします。

 

（２）譲渡制限付株式割当契約について

　本制度に基づき当社の普通株式の発行又は処分をするにあたり、当社と対象取締役の間で譲渡制限付株式割当

契約を締結することといたします。本契約の主な内容は次のとおりです。　

① 対象取締役は一定期間、割当てを受けた株式について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならな

いこと。

② 一定の事由が生じた場合には当社が無償で株式を取得すること。

　対象取締役が割当てを受けた当社の普通株式は、譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設定その他の処分をす

ることができないよう、譲渡制限期間中は、対象取締役が野村證券株式会社に開設する専用口座で管理され

る予定です。

 

（注）当社は、対象取締役の他、当社子会社の取締役に対しても上記と同内容の本制度を導入する予定です。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

㈱ＡＯＫＩホール
ディングス

第７回無担保社債
平成28年
９月30日

200 200 2.40 無担保
平成31年
９月30日

 

(注) １．社債明細表は、連結貸借対照表の「固定負債」の「その他」中の社債の明細を記載しております。

２．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりです。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

― 200 ― ― ―
 

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 4,150 2,650 0.57 ―

１年以内に返済予定のリース債務 1,852 1,864 3.69 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

37,125 36,475 0.54 平成31年～平成38年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

3,702 3,880 2.15 平成31年～平成35年

合計 46,830 44,869 ― ―
 

(注) １．「平均利率」については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額

は以下のとおりです。

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 2,650 3,325 5,000 9,000

リース債務 1,594 1,181 872 230
 

 

【資産除去債務明細表】
　

　明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、

記載を省略しております。

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 46,254 85,675 137,088 198,417

税金等調整前四半期
(当期)純利益

(百万円) 664 582 3,925 11,906

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 325 163 2,237 7,377

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 3.74 1.87 25.72 84.87
 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期
純利益又は
１株当たり四半期
純損失(△)

(円) 3.74 △1.87 23.87 59.24
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(平成29年３月31日)

当事業年度
(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 19,262 19,375

  前払費用 167 167

  繰延税金資産 73 62

  関係会社短期貸付金 6,120 3,560

  1年内回収予定の関係会社長期貸付金 6,600 13,300

  その他 921 967

  貸倒引当金 △0 △0

  流動資産合計 33,145 37,433

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 15,576 15,347

    減価償却累計額 △10,564 △10,575

    建物（純額） 5,011 4,771

   構築物 725 707

    減価償却累計額 △656 △613

    構築物（純額） 68 93

   車両運搬具 67 67

    減価償却累計額 △23 △33

    車両運搬具（純額） 43 33

   工具、器具及び備品 4,415 4,362

    減価償却累計額 △561 △528

    工具、器具及び備品（純額） 3,854 3,833

   土地 ※1  22,935 ※1  22,934

   リース資産 116 116

    減価償却累計額 △104 △109

    リース資産（純額） 12 6

   建設仮勘定 23 1,209

   有形固定資産合計 31,950 32,884

  無形固定資産   

   借地権 3,205 3,120

   ソフトウエア 535 300

   その他 84 130

   無形固定資産合計 3,825 3,551

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,408 3,544

   関係会社株式 64,850 64,850

   出資金 101 101

   関係会社長期貸付金 20,100 13,300

   長期前払費用 114 91

   繰延税金資産 940 809

   その他 1,564 1,526

   貸倒引当金 ― △10

   投資その他の資産合計 91,081 84,215

  固定資産合計 126,857 120,651

 資産合計 160,002 158,084
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           (単位：百万円)

          前事業年度
(平成29年３月31日)

当事業年度
(平成30年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  1年内返済予定の長期借入金 4,150 2,650

  リース債務 5 5

  未払金 276 318

  未払費用 65 90

  未払法人税等 183 73

  預り金 12 19

  前受収益 165 169

  賞与引当金 66 107

  役員賞与引当金 45 60

  流動負債合計 4,970 3,495

 固定負債   

  社債 200 200

  長期借入金 37,125 36,475

  リース債務 6 1

  退職給付引当金 40 50

  役員退職慰労引当金 1,608 1,680

  資産除去債務 31 27

  その他 731 706

  固定負債合計 39,743 39,141

 負債合計 44,714 42,636

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 23,282 23,282

  資本剰余金   

   資本準備金 26,100 26,100

   その他資本剰余金 5,247 5,247

   資本剰余金合計 31,347 31,347

  利益剰余金   

   利益準備金 2,234 2,234

   その他利益剰余金   

    固定資産圧縮積立金 58 58

    別途積立金 36,908 36,908

    繰越利益剰余金 25,128 26,325

   利益剰余金合計 64,330 65,526

  自己株式 △4,325 △5,376

  株主資本合計 114,635 114,780

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 565 578

  評価・換算差額等合計 565 578

 新株予約権 87 87

 純資産合計 115,288 115,447

負債純資産合計 160,002 158,084
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業収益 3,606 3,509

 経営管理料 ※1  3,606 ※1  3,509

売上総利益 3,606 3,509

販売費及び一般管理費   

 給料及び賞与 591 885

 賞与引当金繰入額 66 107

 役員賞与引当金繰入額 45 60

 退職給付費用 30 36

 役員退職慰労引当金繰入額 88 71

 支払手数料 1,052 918

 減価償却費 465 472

 その他 1,380 1,020

 販売費及び一般管理費合計 3,721 3,573

営業損失（△） △114 △63

営業外収益   

 受取利息 177 170

 受取配当金 ※1  5,659 ※1  4,702

 不動産賃貸料 ※1  1,843 ※1  1,833

 雑収入 35 30

 営業外収益合計 7,716 6,736

営業外費用   

 支払利息 258 238

 不動産賃貸費用 941 981

 雑損失 172 136

 営業外費用合計 1,372 1,357

経常利益 6,229 5,315

特別利益   

 投資有価証券売却益 545 ―

 特別利益合計 545 ―

特別損失   

 固定資産売却損 ― 38

 減損損失 0 0

 特別損失合計 0 38

税引前当期純利益 6,774 5,276

法人税、住民税及び事業税 361 119

法人税等調整額 57 130

法人税等合計 419 249

当期純利益 6,355 5,027
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 23,282 26,100 5,247 31,347

当期変動額     

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

自己株式の処分     

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 23,282 26,100 5,247 31,347
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,234 58 36,908 22,415 61,616

当期変動額      

剰余金の配当    △3,641 △3,641

当期純利益    6,355 6,355

自己株式の取得      

自己株式の処分      

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― ― 2,713 2,713

当期末残高 2,234 58 36,908 25,128 64,330
 

 

 
株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △1,436 114,810 609 609 87 115,507

当期変動額       

剰余金の配当  △3,641    △3,641

当期純利益  6,355    6,355

自己株式の取得 △2,888 △2,888    △2,888

自己株式の処分       

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  △44 △44 ― △44

当期変動額合計 △2,888 △175 △44 △44 ― △219

当期末残高 △4,325 114,635 565 565 87 115,288
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 当事業年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 23,282 26,100 5,247 31,347

当期変動額     

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

自己株式の処分   0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 ― ― 0 0

当期末残高 23,282 26,100 5,247 31,347
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,234 58 36,908 25,128 64,330

当期変動額      

剰余金の配当    △3,830 △3,830

当期純利益    5,027 5,027

自己株式の取得      

自己株式の処分      

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― ― 1,196 1,196

当期末残高 2,234 58 36,908 26,325 65,526
 

 

 
株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △4,325 114,635 565 565 87 115,288

当期変動額       

剰余金の配当  △3,830    △3,830

当期純利益  5,027    5,027

自己株式の取得 △1,051 △1,051    △1,051

自己株式の処分 0 0    0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  13 13 ― 13

当期変動額合計 △1,051 145 13 13 ― 158

当期末残高 △5,376 114,780 578 578 87 115,447
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

 (1) 子会社株式

　　　　総平均法による原価法

 (2) その他有価証券

     時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定)

　

２．固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産(リース資産を除く)

     定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物 15～45年

構築物 10～20年

工具、器具及び備品 ５～10年
 

 (2) 無形固定資産(リース資産を除く)

     定額法

なお、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年以内)に基づく定額法

 (3) リース資産

     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

 (4) 長期前払費用

     ５年の償却期間に基づく定額法

　

３．引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 (2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

 (3) 役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。

 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額を発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

 (5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
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４．ヘッジ会計の方法　

 (1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段)

　 金利スワップ

(ヘッジ対象)

　 借入金の支払利息

 (3) ヘッジ方針

当社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、対象債務の範囲内で個別契

約毎にヘッジを行っております。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

　

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と

異なっております。

 (2) 消費税等の会計処理

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(貸借対照表関係)

※１　担保に供している資産は、次のとおりです。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

土地 284百万円 284百万円
 

 

２　保証債務

(1) 次の子会社について、賃貸借契約に係る契約残存期間の賃料等に対する債務保証を行っております。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

株式会社ＡＯＫＩ 58百万円 31百万円

アニヴェルセル株式会社 670 〃 440 〃

株式会社スキットラボ ―  22 〃

計 729百万円 494百万円
 

 

(2) 次の子会社について、金融機関からの借入に対する債務保証を行っております。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

AOKI HOLDINGS N.Y.INC. 323百万円 276百万円
 

 

　３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と当座貸越契約を締結しております。

　当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりです。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

当座貸越極度額 25,000百万円 26,000百万円

借入実行残高 ― ―  
差引額 25,000百万円 26,000百万円

 

 

(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

経営管理料 3,606百万円 3,509百万円

受取配当金 5,555 〃 4,630 〃

不動産賃貸料 1,507 〃 1,523 〃
 

 

 
(有価証券関係)

前事業年度(平成29年３月31日)

　子会社株式(貸借対照表計上額64,850百万円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、記載しておりません。

 

当事業年度(平成30年３月31日)

　子会社株式(貸借対照表計上額64,850百万円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、記載しておりません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

流動     
 (繰延税金資産)     

賞与引当金 20百万円 33百万円

未払事業税 38 〃 15 〃

その他 14 〃 14 〃

計 73百万円 62百万円

固定     
 (繰延税金資産)     

投資有価証券評価損 200百万円 200百万円

役員退職慰労引当金 492 〃 514 〃

子会社株式 851 〃 851 〃

減損損失 500 〃 485 〃

固定資産売却損 326 〃 223 〃

減価償却超過額 ―  1 〃

その他 46 〃 46 〃

小計 2,418百万円 2,323百万円

評価性引当額 △1,251百万円 △1,277百万円

計 1,166百万円 1,046百万円

 (繰延税金負債)     
固定資産圧縮積立金 △25百万円 △25百万円

その他有価証券評価差額金 △197 〃 △209 〃

その他 △2 〃 △1 〃

計 △225百万円 △236百万円

繰延税金資産(純額) 940百万円 809百万円
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

法定実効税率 30.8％ 30.8％

(調整)     

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5〃 0.6〃

住民税均等割 0.1〃 0.1〃

評価性引当額の増減 0.2〃 0.5〃

受取配当金 △25.4〃 △27.2〃

所得拡大促進税制による税額控除 ― △0.2〃

その他 △0.0〃 0.1〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.2％ 4.7％
 

　

(重要な後発事象)

（役員退職慰労金制度の廃止及び譲渡制限付株式報酬制度の導入について）

　連結財務諸表の「注記事項 (重要な後発事象)」において同一の内容が記載されているため、記載を省略しており

ます。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末
減価償却
累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

有形固定資産        

　建物 ― ― ― 15,347 10,575 256 4,771

　構築物 ― ― ― 707 613 10 93

　車両運搬具 ― ― ― 67 33 10 33

　工具、器具
　及び備品

― ― ― 4,362 528 59 3,833

　土地 ― ― ― 22,934 ― ― 22,934

  リース資産 ― ― ― 116 109 5 6

　建設仮勘定 ― ― ― 1,209 ― ― 1,209

有形固定資産計 ― ― ― 44,745 11,861 342 32,884

無形固定資産        

　借地権 ― ― ― 3,120 ― ― 3,120

　ソフトウエア ― ― ― 1,907 1,606 258 300

　その他 ― ― ― 184 54 ― 130

無形固定資産計 ― ― ― 5,213 1,661 258 3,551

長期前払費用 351 14 33 333 241 25 91
 

(注)　有形固定資産及び無形固定資産の当事業年度における増加額及び減少額がいずれも当事業年度末における有形

固定資産及び無形固定資産の総額の５％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。

 
【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 0 10 ― 0 10

賞与引当金 66 107 66 ― 107

役員賞与引当金 45 60 45 ― 60

役員退職慰労引当金 1,608 71 ― ― 1,680
 

(注)　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額です。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取・売
渡

 

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを得ない
事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載URL
http://www.aoki-hd.co.jp/

株主に対する特典

毎年３月末日、９月末日現在の株主に下記の基準により、当社グループの全店舗で使
用できる(一部商品を除く)株主御優待券を贈呈する。
＜ＡＯＫＩ、ＯＲＩＨＩＣＡ、アニヴェルセルカフェ＞
　　　　　　　100株以上1,000株未満　20％割引券　 ５枚
　　　　　　1,000株以上　　　　　　 20％割引券　 10枚
　ただし、アニヴェルセルカフェ(ウエディングを除く)は10％割引
＜アニヴェルセル＞
　　　　　　　100株以上　　披露宴10万円割引券　　１枚
＜コート・ダジュール、快活ＣＬＵＢ＞
　　　　　　　100株以上1,000株未満　20％割引券　 10枚
　　　　　　1,000株以上　　　　　　 20％割引券　 30枚

 

（注） 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

る権利並びに単元未満株式の売渡しを請求する権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

　(1)　有価証券報告書及び 事業年度 自　平成28年４月１日 平成29年６月29日

　　　 その添付書類並びに確認書 (第41期) 至　平成29年３月31日 関東財務局長に提出
 

 

　(2)　内部統制報告書及び 事業年度 自　平成28年４月１日 平成29年６月29日

　　　 その添付書類 (第41期) 至　平成29年３月31日 関東財務局長に提出
 

 

　(3)　四半期報告書 第42期 自　平成29年４月１日 平成29年８月７日

　　　 及び確認書 第１四半期 至　平成29年６月30日 関東財務局長に提出

    

 第42期 自　平成29年７月１日 平成29年11月10日

 第２四半期 至　平成29年９月30日 関東財務局長に提出

    

 第42期 自　平成29年10月１日 平成30年２月９日

 第３四半期 至　平成29年12月31日 関東財務局長に提出
 

 

　(4)　臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９

号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に

基づく臨時報告書

平成29年６月30日

関東財務局長に提出
 
 

　

(5)　自己株券買付

状況報告書　

平成29年７月11日、平成29年８月９日、平成29年９月11日、平成29年10月10日、平

成29年11月10日、平成29年12月11日、平成30年１月10日、平成30年３月９日、平成

30年４月10日、平成30年５月11日、平成30年６月８日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成30年６月28日

株式会社ＡＯＫＩホールディングス

取　締　役　会　御　中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小　林　昭　夫
 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 天　野　祐一郎
 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＡＯＫＩホールディングスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監

査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ＡＯＫＩホールディングス及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ＡＯＫＩホールディ

ングスの平成30年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、株式会社ＡＯＫＩホールディングスが平成30年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

（注）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書

提出会社)が別途保管しております。

　　　２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
 

 

　

平成30年６月28日

株式会社ＡＯＫＩホールディングス

取　締　役　会　御　中
　

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
 

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小　林　昭　夫
 

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 天　野　祐一郎
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＡＯＫＩホールディングスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第42期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について

監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ＡＯＫＩホールディングスの平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

（注）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書

提出会社)が別途保管しております。

　　　２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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